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自治体における出資法人の改革
　 栃木県における特定指導法人の見直しを事例として 　
研究論文
はじめに
（１）研究の背景
　自治体の出資法人は、自治体のようで自治
体でない、鵺のような存在である。出資法人
は、自治体の「外郭団体」として、政府とは
別個の組織でありながら行政と密接な関係を
もつという点で、外部性と内部性の二面性を
有する（金井 2007：79-92）。さらに、自治
目　次
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むすびに
体が民間と共同で出資する「第三セクター」
の場合は、政策課題への対応とともに経営手
腕の発揮が期待されており、公共性と経済性
を両立させることが求められることになる
（高寄 1991：18-26）。こうした曖昧な二面性
にこそ出資法人の存在意義があるわけだが、
それだけに出資法人を改革することは自治体
にとって厄介な問題（wicked problem）と
もなる。
　しかし今、その出資法人の改革が自治体に
強く求められている。総務省は、これまでも
児　玉　博　昭　
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平成15年12月に改定した「第三セクターに関
する指針」によって、第三セクター方式の選
択、運営の指導監督、経営悪化時の対応にあ
たっての留意事項を示していたが（総務省自
治財政局2003）、平成20年6月の自治財政局
長通知「第三セクター等の改革について」で
は、経営検討委員会の設置と改革プランの策
定を新たに求めた（総務省自治財政局2008）。
さらに、地方公共団体財政健全化法の全面
施行に伴い、5年間の時限措置として第三セ
クター等の整理又は再生に必要な経費を議会
の議決を経て地方債の対象にできる特例措
置（第三セクター等改革推進債）が創設され
たことをふまえ、平成21年6月に「第三セク
ター等の抜本的改革等に関する指針」を策定
して、この第三セクター等改革推進債の活用
も念頭に置きつつ、抜本的改革を集中的かつ
積極的に取り組むよう求めるにいたったので
ある（総務省自治財政局2009）。
　自治体にとって厄介な問題は、裏を返せ
ば、政策学にとっては興味深い問題でもあ
る。出資法人は、組織の性格が曖昧なばかり
でなく、活動領域が幅広く、経営問題もさま
ざまである。出資法人の改革では、必ずしも
抜本的な改革が好まれず、現状の改善で足り
るとすることもある。しかし自治体だけでは
解決を図れず、多くの関係当時者と何度も合
意を重ねなければならない。そのため出資法
人の改革はしばしば長期に及び、周期的に繰
り返される。一般に、現実の政策は、複雑な
問題や増分的な決定、多数者の参加、模索的
な過程などを特徴とするが、出資法人の改革
はこうした「政策の悪構造性」（宮川 1994：
216-219）の典型例である（図表１参照）。
　行政改革を成功させるためには政治的な指
導力や目的達成の戦略が重要であるという
のはいかにも模範的な答えだが（真渕2009：
139）、現実の行政改革では、首長の関与が弱
く戦略も定まらない中で、いかにして成果を
あげるかが問われるのである。
図表１　政策問題の構造と特徴
問題の要素
問題の構造
（良）良構造　 　半構造　 　悪構造（悪）
意思決定者 １人、少数　 　多数
代替案
少数、限定的　 　多数、無限定的
（クローズド）　　　　　　　　　　　　　　　　　（オープン）
明確　 　不明確
目標、価値
明確、単一　 　不明確、複数
コンセンサスあり　 　コンフリクト
結果 確実　 　不確実
確率
計算可能　 　計算不可能
既知　 　未知
問題解決の
焦点プロセス
解の導出　 　問題の構造化
直線的、一回限り　 　模索的、反復試行的
選択基準 最適化　 　満足化
（資料）宮川（1994）216頁より引用
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（２）本稿の視点と目的
　本稿は、自治体における出資法人の改革
を、政策学の観点から考察しようとするもの
である。政策学は、ラスウェルの言葉を借り
れば、「政策における知識（inの知識）」と「政
策についての知識（ofの知識）」という、2
つの知識によって構成される（宮川2002: 52-
53）。前者は政策分析に必要な知識や個別政策
領域に関する専門的な知識のことであり、後
者は政策決定から実施・評価にいたる政策過
程に関する知識のことである。したがって、
政策学の観点から考察するという場合には、
2つの問題に焦点を当てることになる。１つ
は自治体の出資法人では何が問題となるの
か、もう１つは出資法人の改革ではどのよう
な解決策がどのように決定されていくのかと
いうことである。そこで本稿では、次の3点
を明らかにしていきたい。
　第１に、自治体の出資法人にはどのような
経営問題があるのか。総務省の調査では、第
三セクター等の概況や経営状況、情報公開や
統廃合、法的整理の状況を把握しているが、
出資法人といっても業務内容、組織規模、財
務状況などは千差万別であり、出資法人に
よって経営問題は異なる。統計的に全体像を
把握しても具体的な経営問題を抽出すること
は難しい。出資法人の実態について個別に分
析を行う必要がある。
　第2に、自治体の出資法人改革ではどのよ
うな処理策が採択されるのか。総務省の指針
では、事業そのものの意義や採算性、事業性
を検討しながら完全民営化・民間売却、上下
分離、直営、清算などの事業手法を選択すべ
きとしているが、指針どおりに検討されてい
るのか、実際の検討内容について検証を行う
必要がある。
　第3に、自治体の出資法人改革ではだれが
関与しどのように決定されるのか。総務省の
前記指針では、処理策の検討にあたり経営検
討委員会の設置や議会の関与を求めている
が、委員会や議会ではどのように検討されて
いるのか、検討過程に企画部門や実施部門は
どのように関与しているのか、検討結果はど
こまで改革に反映されているのか、これも実
際の検討過程について検証を行う必要があ
る。
　本稿では、これらを実証的に研究するため
に、栃木県の特定指導法人の見直しを事例に
取り上げることにする。
（３）先行研究の状況
　自治体の出資法人に関する代表的な文献を
あげると、高寄（1991）は、外郭団体の基礎
理論、第三セクターの経営、外郭団体の経営
戦略を体系的に論じた先駆的な概説書であ
る。近年の刊行では、あずさ監査法人（2004）
は、外郭団体の経営評価や経営改善、再建の
手法を解説したものであり、堀場・望月（2007）
は、経済学・公共経済学・行政学から理論的
に分析するとともに、経営学・会計学・法学
などの視点から実務的な留意点を検討してい
る。入谷（2008）は、国の行政的統制と市場
の規律づけによる第三セクター改革の問題点
を指摘し、住民による民主的な改革を制度設
計している。宮脇（2010）は、自治体健全化
制度との関係や第三セクターと地方自治体の
病巣について考察する。このほかにも、金
井（2005・2006）や出井（2011）などの論文
がある。こうした先行研究の状況をながめる
と、いくつかの研究課題が浮かび上がる。
　１つは、研究対象・方法に関して実態の把
握に偏りがあることである。自治体の出資法
人に関する事例研究では、大阪府の泉佐野コ
スモポリスや宮崎県のシーガイアなど、地域
開発に関わる第三セクター会社の破綻事例が
取り上げられることが多い。しかし、自治体
の出資法人は、地方三公社から社団・財団法
人、株式会社まで多様な法人形態があり、事
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業内容も観光などの開発型で選択的サービス
を提供するものから、福祉や教育など補完型
で基礎的サービスを提供するものまで多岐に
わたる（入谷2008：12-14参照）。第三セクター
等の状況に関しては総務省の調査もあるが、
統計調査では概況を把握できても実態の分析
には限界がある。自治体の出資法人に関して
一般的な知識を得るためには、幅広い事例研
究が必要である。
　2つめは、研究目的の中で理論的関心と実
践的関心が必ずしも結びついていないことで
ある。もとより学問と実務、双方の関心に同
時に応えることは至難の業である。学者は時
間をかけて真理を探求し一般的な理論に導こ
うとするのに対し、実務家は喫緊の課題に具
体的な処方箋を早急に示さなければならない
からである。だが、「研究は、現実的有意性
と学問的有意性の両方をあわせもつようにデ
ザインされなければならない」（伊藤・田中・
真渕2000：361）。この点、学者と実務家の共
著により理論と実践、双方の関心に応えよう
とする文献もあるが、分担執筆のためか理論
と実務を別々に解説しているとの印象も否め
ない。
　3つめは、研究内容に制度記述が多く、実
態分析が少ないことである。前掲文献の多く
は、第三セクター等の抜本的改革に関する総
務省の指針をはじめ財政健全化法や指定管理
者制度などの関連制度を詳細に記述する。一
方で、モデルなどを用いて実態を分析する文
献は一部に限られる。たしかに、例えば三セ
ク会社を破綻処理するにしても会社法や倒産
法に関する専門知識が必要となる。とりわけ
実務では制度に関する正確な知識が要求され
よう。だが、制度と実態は必ずしも一致しな
い。制度に関する知識だけでは実態を正確に
理解することはできないのである。
（４）本稿の構成
　本稿の第１章では、自治体の出資法人の経
営問題に関して、栃木県の特定指導法人を個
別に分析して、出資法人の多様性と特殊性を
ふまえ、経営問題を整理するとともに改革を
阻害する要因を考察する。第2章では、自治
体の出資法人の改革内容に関して、栃木県の
行政改革推進委員会と県議会の検討結果を検
証し、出資法人の二面性を手がかりに、抜本
的な処理策が採択されない理由を考察する。
また、自治体の出資法人の改革過程に関し
て、栃木県の見直し基本方針への反映状況を
検証し、企画の参与度と明細度に当てはめ、
委員会答申と議会提言の取扱いが異なる理由
を考察する。むすびに、本稿の結論と今後の
研究課題に言及する。
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一　自治体の出資法人改革の政策問題
1．問題の所在─出資法人の多様性
（１）統計的な概況の把握
　自治体の出資法人にはどのような経営問題
があるのか。出資法人といっても業務内容、
組織規模、財務状況などはさまざまであり、
まずは実態を把握する必要がある。
　総務省自治財政局は、地方公共団体等が出
資（出えんを含む）している社団法人・財団
法人及び特定民法法人、会社法法人、地方三
公社（地方住宅供給公社、地方道路公社、土
地開発公社）、地方独立行政法人（以下、第
三セクター等という）を対象に、その出資・
経営等の状況を調査している（総務省自治財
政局2010）。この調査結果によると、法人数
は平成22年3月末で8,618法人である。第三
セクター等に対する地方公共団体等の出資は
約4.4兆円であり、総額の68％にあたる。第
三セクター等の役職員数は約30.5万人で、う
ち地方公共団体の退職者が10％、地方公共団
体からの出向者が16%を占める。地方公共団
体から25％以上の出資または財政的支援を受
けている第三セクター等の経営状況をみる
と、第三セクターの68％は黒字である一方、
5％は債務超過に陥っている。財政的支援の
状況では、第三セクターの47％が地方公共団
体から補助金の交付を受けており、また、地
方公共団体からの借入残高は約2.9兆円にの
ぼる。情報公開・経営の点検評価の取組みで
は、情報公開が積極的に行われている第三セ
クター等は78％を占めているが、委員会等に
より定期的に経営の点検評価を行っている法
人は26％にとどまる。統廃合の状況等では、
平成21年度中に廃止、統合及び出資引き揚げ
により213法人減少し、また12法人が法的整
理を申し立てている。
（２）事例研究の必要性
　しかし、こうした統計調査の結果からは、
必ずしも出資法人の実像は浮かび上がらな
い。そこで本章では、栃木県の出資法人を個
別に分析して、経営問題を整理するとともに
改革を阻害する要因を考察する。栃木県では
県政と密接に関連し、重点的な指導が必要だ
として出資法人32法人を特定指導法人に指定
したが（栃木県2006）、この特定指導法人に
ついて、各法人の根拠法・設立目的、所管部
局、設立経緯、基本財産と出資額、業務内容、
組織体制と人的支援、財務状況と財政支援、
経営問題を整理する。特定指導法人は指定当
初は32法人だったが、その後の統合で現在は
31法人となっている。特定指導法人の組織等
と人的支援の状況は平成22年4月現在のもの
で、栃木県行政改革推進室資料による。ま
た、財務状況と財政支援は平成21年度の各法
人の決算報告書、事業活動収支や経常収支は
平成21年度の収支計算書・正味財産増減計算
書、資産と負債は平成21年度末現在の貸借対
照表・財産目録に基づいている。特定指導法
人は、栃木県情報公開条例に基づき全法人が
情報公開を行うが、ホームページで経営状況
を公表しているのは20法人にとどまるため、
未公表分の資料については県民プラザで閲覧
を行った。経営問題は筆者の私見であり、後
述する栃木県行政改革推進委員会の出資法人
等専門部会で行った各法人へのヒアリング調
査に基づくものである。
 
2．分析の内容─各特定指導法人の概要
（１）栃木県土地開発公社
　栃木県土地開発公社は、「公有地の拡大の
推進に関する法律（公拡法）」に基づく特別
法人で、県の総合政策部地域振興課が所管す
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る。1961年に㈶栃木県開発公社、1975年に栃
木県土地開発公社が設立され、その後1980年
に県開発公社が解散し、県土地開発公社が業
務を承継した。土地開発公社は地方公共団体
が設立でき（公拡法10条第１項）、設立や解
散には議会の議決と主務大臣等の認可が必要
である（同10条第2項、22条第１項）。基本
財産は2,000万円で、栃木県が全額出資する
（同13条第１項参照）。
　同公社の主な事業は、公共用地の取得、土
地の造成、斡旋である。具体的には、県等の
要請を受けてダム・道路等の公共用地を先行
取得し、また、県の施策に基づき中田原工業
団地など産業団地等を造成・分譲している。
さらに、県等の委託に基づき新鬼怒川渡河道
路など事業用地の取得を斡旋している。産業
団地の造成は県企業局でも行っている。
　同公社の常勤役職員は16名で、県の派遣・
ＯＢは3名、専任他は13名である。
　同公社の財務状況をみると、約25.4億円の
経常収益に対し経常費用は約22.7億円、約
127.3億円の資産に対し負債は約3.4億円であ
る。地方公共団体は財政援助制限法にかかわ
らず土地開発公社に対し債務保証ができ（同
25条）、債務保証契約にかかる債務残高が約
1.9億円ある。県からの補助金等は約320万円
で、委託料は約6,100万円である。
　土地開発公社の経営問題は、業務内容の一
つ、土地造成事業で県企業局と競合している
点である。県企業局と土地開発公社を一元化
する必要があるだろう。
（２）栃木県道路公社
　栃木県道路公社は、地方道路公社法に基づ
く特別法人で、県の県土整備部交通政策課が
所管する。1971年に設立された。地方道路公
社は都道府県又は政令指定都市が設立でき
（地方道路公社法8条）、設立や解散には議会
の議決や国土交通大臣等の認可が必要である
（同９条第１項、同34条第3項ないし第5項）。
基本財産は約63.3億円で、栃木県が全額出資
する（同第4条第１項参照）。
　同公社の主な事業は、有料道路の建設と管
理、駐車場や高架下施設の管理、道路トンネ
ルの受託管理である。具体的には、日光宇都
宮高速道路にＥＴＣを設置しインターチェン
ジを整備し、日塩有料道路など5路線で料金
徴収・維持修繕・災害復旧を行っている。こ
うした有料道路事業の実施主体は、道路整備
特別措置法により道路管理者（県）、各高速
道路株式会社、地方道路公社に限られる（道
路整備特別措置法10条第１項）。また、市街
地にある塙田駐車場と鬼怒通り高架下など5
か所に設置した駐車場で料金徴収を行い、さ
らに、県の委託を受け17か所の長大トンネル
を監視制御と保守点検を行っている。
　同公社の常勤役職員は19名で、県の派遣・
ＯＢが７名、専任他が12名である。
　同公社の財務状況をみると、経常収益と経
常費用はともに約26.0億円、約266.2億円の
資産に対し負債は約202.6億円である。地方
公共団体は土地開発公社と同様、道路公社に
対し債務保証ができ（同28条）、債務保証契
約にかかる県の債務残高は約110.6億円にの
ぼる。県からの補助金等は約1,400万円、委
託料は約2.6億円となっている。
　道路公社の経営問題は、財務状況にある巨
額の借入金を縮減していくことである。交通
量が伸び悩み計画と実績が乖離する中で、少
なくとも新規の道路整備は中止する必要があ
る。
（３）栃木県住宅供給公社
　栃木県住宅供給公社は、地方住宅供給公社
法に基づく特別法人で、県の県土整備部住宅
課が所管する。1952年に㈶栃木県住宅協会が
設立され、1965年に公社法の制定に伴い栃木
県住宅供給公社に組織を変更、1981年に㈶栃
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木県住宅管理公社を統合した。地方住宅供給
公社の設立主体や設立・解散手続は地方道路
公社と同様である（地方住宅供給公社法8
条、同９条、同36条第2項）。基本財産は200
万円で、栃木県が全額出資する（同4条第１
項参照）。
　同公社の主な事業は、住宅・宅地の分譲、
公社賃貸住宅の管理、県営住宅や民間特定
優良賃貸住宅の受託管理である。具体的に
は、11市3町で48団地の住宅・宅地を分譲し
てきたほか、低廉で良質な特定優良賃貸住宅
と高齢者向け優良賃貸住宅を供給・管理して
いる。また、県の委託を受け低所得者向けの
県営住宅59団地の入居募集・維持修繕などを
行っている。県営住宅の受託管理は管理代行
制度に基づく業務である。こうした管理代行
制度は、公営住宅法に基づき、事業主体は地
方住宅供給公社と他の地方公共団体に限られ
るが、委託できる範囲は指定管理者制度に比
べて広い（公営住宅法47条）。その他、民間
事業者の委託を受け民間特定優良賃貸住宅等
26団地の入居募集・賃料徴収なども行って
いる。
　同公社の常勤役職員は23名で、県の派遣・
ＯＢは6名、専任他は17名である。
　同公社の財務状況をみると、約10.1億円の
経常利益に対し経常費用は約12.1億円、約
74.4億円の資産に対し負債は約15.2億円であ
る。県からの補助金等は約220万円と少ない
が、委託料は約5.5億円と多い。
　住宅供給公社の経営問題は、業務内容の一
つ、住宅・宅地分譲事業で民間の宅地開発業
者と競合している点である。高齢者や低所得
者向けなど公益性の高い分野に特化しつつ、
少なくとも新規の住宅・宅地分譲は中止する
必要がある。
（４）㈶栃木県育英会
　財団法人栃木県育英会は、育英奨学事業を
目的とする財団法人で、県の経営管理部文書
学事課が所管する。1956年に設立された。基
本財産は200万円で、足利銀行が出資し、栃
木県は出資していない。
　同会の主な事業は、奨学金の貸与、学生寮
の管理運営である。具体的には、毎年度の募
集を通じ、高校生等へは奨学金を476名、入
学一時金を33名に貸与し、大学生等へは奨学
金を404名、入学一時金を155名に貸与してい
る。高校奨学金貸与事業は日本学生支援機構
から移管されたもので、国の間接補助があ
り、国から県に交付金、県から育英会に補助
金が交付される。その他、東京にある学生寮
には154名が入寮し、寮監が寮生を指導して
いる。
　同会の常勤役職員は6名で、県のＯＢは2
名、専任他は4名と少ない。
　同会の財務状況をみると、約5.5億円の事
業活動収入に対し事業活動支出は約4.8億円、
約29.4億円の資産に対し負債は約5,400万円
である。県からの補助金等は約2.5億円で、
委託料はないが、財政支援の割合は高い。
　育英会の経営問題は、業務内容の一つ、奨
学金事業で民間団体、市町村、県の教育委員
会や児童家庭課などと競合している点であ
る。奨学金の応募も多く、他方、返還金の延
滞も増える中で、類似事業を統合し手続事務
を効率化する必要もあるだろう。
（５）㈶栃木県消防協会
　財団法人栃木県消防協会は、災害の防止等
を目的とする財団法人で、県の県民生活部消
防防災課が所管する。1948年に栃木県警防義
会が発展し栃木県消防協会が発足、1963年に
財団法人化された。基本財産は約520万円で、
栃木銀行が出資し、栃木県は出資していな
い。
　同協会の主な事業は、消防団員の研修・教
育訓練、消防操法大会・消防殉職者慰霊祭・
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消防救助技術大会・消防大会の開催、防火思
想の普及、防災館の管理運営である。具体的
には、消防学校において、消防団員向けに技
術向上・士気高揚のための各種研修・大会を
運営し、消防殉職者のための慰霊祭を開催し
ている。これらの事業には㈶日本消防協会の
助成があり、同協会による全国大会もある。
その他、普及啓発のためにとちぎテレビで防
災番組を放映し、日本消防協会で作成したポ
スターやビデオを配布・貸出している。防災
館の管理運営は指定管理者制度に基づく業務
である（地方自治法244条の2第3項）。
　同協会の常勤役職員は3名で、県のＯＢは
2名、専任他は１名と少ない。
　同協会の財務状況をみると、事業活動収
入と事業活動支出は約4,800万円である。県
からの補助金等は約1,200万円、委託料は約
2,300万円で、防災館の指定管理業務委託料
である。
　消防協会の経営問題は、業務内容の大半が
表彰など定型的・補助的なことである。組織
も日本消防協会の下部組織化している。独自
性のある活動を展開しなければ法人の存在意
義が問われかねない。
（６）㈶とちぎ生涯学習文化財団
　財団法人とちぎ生涯学習文化財団は、文化
の向上と生涯学習の振興等を目的とする財団
法人で、県の県民生活部県民文化課が所管す
る。1991年設立の㈶栃木県総合文化センター、
1992年設立の㈶栃木県文化振興事業団、1981
年設立の㈶栃木県生涯学習振興財団の3団体
を統合し、2000年に設立された。基本財産は
5,000万円で、栃木県が全額出資している。
　同財団の常勤役職員は60名で、県の派遣・
ＯＢは７名、専任他は53名と多い。専任のう
ち発掘調査等に従事する埋蔵文化財センター
の一般職員が28名いる。
　同財団の主な事業は、文化の振興、生涯学
習の振興、埋蔵文化財の保護・調査研究、文
化施設の管理運営である。具体的には、芸術
文化では大型のオペラやバレエ、海外オーケ
ストラの公演などを企画運営し、生涯学習で
はとちぎ県民カレッジ連携講座などを開催し
ている。また、文化財保護法に基づき埋蔵文
化財の発掘調査・保存を行っている。さらに、
県総合文化センターとしもつけ風土記の丘資
料館の施設設備の維持管理、ホール貸出、資
料展示などを行っている。これらの施設の管
理運営は指定管理者制度に基づく業務であ
る。
　同財団の財務状況をみると、約12.2億円の
経常収益に対し経常費用は約12.0億円、約
13.2億円の資産に対し負債は約6.6億円であ
る。県からの補助金等は約1.1億円、委託料
は約6.3億円で、総合文化センターの指定管
理業務委託料の約2.9億円などが含まれる。
　生涯学習文化財団の経営問題は、組織体制
にある埋蔵文化財センターの縮小である。発
掘作業の縮小が見込まれる中、専門職員の配
置転換を検討する必要がある。
（７）㈶とちぎ男女共同参画財団
　財団法人とちぎ男女共同参画財団は、男女
共同参画社会の実現を目的とする財団法人
で、県の県民生活部青少年男女共同参画課が
所管する。1995年に㈶とちぎ女性センターが
設立され、2004年に㈶とちぎ男女共同参画財
団に改称した。基本財産は3,800万円で、栃
木県が全額出資している。
　同財団の主な事業は、男女共同参画社会の
実現に関する情報提供・調査研究・相談・啓
発・団体支援、男女共同参画センターの管理
運営である。具体的には、栃木県男女共同参
画推進条例等により、県の施策に基づき、男
女共同参画推進のための情報誌を発行し、配
偶者暴力に関する実態を調査、配偶者暴力や
不妊に関する相談に対応している。また、女
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性の人材育成のための講座を開催し、女性団
体の活動を支援し交流を促進している。さら
に、とちぎ男女共同参画センターの会議室貸
出・維持管理、情報ライブラリーの運営を行っ
ている。この施設の管理運営は指定管理者制
度に基づく業務である。
　同財団の常勤役職員は10名で、県の派遣・
ＯＢは8名、専任他は2名である。
　同財団の財務状況をみると、約2.5億円の
経常収益に対し経常費用は約2.4億円、約
9,300万円の資産に対し負債は約3,600万円で
ある。県からの補助金等は約4,600万円、委
託料は約1.8億円で、とちぎ男女共同参画セ
ンターの指定管理業務委託料の約1.3億円で
大半を占める。
　男女共同参画財団の経営問題は、組織およ
び財務において県の人的支援・財政支援に依
存していることである。内部人材の育成と自
主財源の確保が必要である。指定管理者業務
からは撤退し、女性自立支援センターなど独
自性のある事業に特化するのも一つの方向性
であろう。
（８）㈶とちぎ青少年こども財団
　財団法人とちぎ青少年こども財団は、子ど
も・青少年の健全育成を目的とする財団法人
で、県の県民生活部青少年男女共同参画課が
所管する。1968年に栃木県青少年育成県民会
議が任意団体として発足し、1995年に財団法
人化された。2000年に再編統合により㈶とち
ぎ青少年こども財団となった。基本財産は
5,000万円で、栃木県が全額出資している。
　同財団の主な事業は、青少年の健全育成、
結婚・子育て支援、こども・青少年施設の管
理運営である。具体的には、県の施策に基づ
き、とちぎ心のルネッサンス運動を推進し、
青少年広報誌を発行、青少年育成指導員や青
少年育成市町村民会議を支援している。ま
た、出会いの場を提供し、子育て家庭に優待
カードを配布している。さらに、とちぎ青少
年センター、子ども総合科学館、とちぎ海浜
自然の家、なす高原自然の家において施設設
備の維持管理、会議室や宿泊施設・運動施設
の貸出、利用者の体験活動を行っている。こ
れらの施設の管理運営は指定管理者制度に基
づく業務である。
　同財団の常勤役職員は64名で、県の派遣・
ＯＢは45名と多く、専任他は19名である。
　同財団の財務状況をみると、経常収益と経
常費用は約11.2億円、約3.8億円の資産に対
し負債は約2.1億円である。県からの補助金
等は約8,500万円、委託料は約9.6億円で、子
ども総合科学館などの指定管理業務委託料で
ある。
　青少年こども財団の経営問題は、組織およ
び財務において県の人的支援・財政支援に依
存していることである。内部人材の育成と自
主財源の確保が必要である。指定管理者業務
からは撤退し、とちぎ未来クラブなど独自性
のある事業に特化するのも一つの方向性であ
ろう。
（９）㈶栃木県国際交流協会
　財団法人栃木県国際交流協会は、国際交流
を目的とする財団法人で、県の産業労働観光
部国際課が所管する。1988年に㈶栃木県海外
協会が改組され設立された。基本財産は約2.9
億円で、栃木県が42％出資している。
　同協会の主な事業は、国際交流の振興、国
際交流相談、国際協力である。具体的には、
県の施策に基づき、定住外国人向けの情報誌
等を発行し、日本語ボランティア等を養成し
ている。国際交流団体を支援し交流を促進し
たり、留学生には奨学金を支給している。ま
た、在住外国人からの各種相談に対応してお
り、ホームステイの受入先や通訳も紹介して
いる。その他、海外からの研修員の受入れや
海外への移住者の援護、海外の友好都市との
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交流を行っている。
　同協会の常勤役職員は９名で、県の派遣・
ＯＢは4名、専任他は5名と少ない。
　同協会の財務状況をみると、事業活動収入
と事業活動支出は約1.2億円、約3.3億円の資
産に対し負債は約3,800万円である。県から
の補助金等は約7,900万円、委託料は約4,000
万円となっている。
　国際交流協会の経営問題は、業務内容の一
つ、国際交流相談のニーズが増大しているこ
とである。在住外国人が増加する中、地域社
会での生活を支援するため、対応言語の拡大
や専門相談員の増員など相談体制を拡充する
必要がある。
（10）㈶栃木県環境保全公社
　財団法人栃木県環境保全公社は、廃棄物の
処理等を目的とする財団法人で、県の環境森
林部廃棄物対策課が所管する。産業界の要
望をもとに1979年に設立された。基本財産は
3,000万円で、栃木県が75％出資している。
　同公社の主な事業は、廃棄物処理施設等の
周辺整備、施設整備への助成、産業廃棄物処
理の基礎調査、リサイクル情報センターの運
営、廃棄物処理の普及啓発である。具体的に
は、産業廃棄物処理施設の整備にあたり、周
辺住民の生活環境を改善し、設置者に建設資
金を融資するほか、地下水の環境モニタリン
グ調査を実施する。その他、廃棄物の排出事
業者と受入事業者の情報交換の場を提供、リ
サイクル情報誌を発行し、普及啓発のためと
ちぎテレビでリサイクル番組も放映してい
る。
　同公社の常勤役職員は4名と少なく、全員
が県の派遣・ＯＢである。
　同公社の財務状況をみると、経常収益と
経常費用は約2.4億円、約1.2億円の資産に対
し負債は約8,600万円である。県からの補助
金等は約2.3億円と多く、委託料は少額だが、
財政支援の割合は高い。
　環境保全公社の経営問題は、設立当初の目
的である産業廃棄物処理施設の建設が未だ達
成されないことである。周辺住民の反対運動
などで建設を断念し、本来の業務に着手でき
ないまま約30年が経過した。公共関与のもと
産業廃棄物処理施設を整備することの重要性
は十分理解できるが、現行では目的達成は不
能と判断し、組織を解散することも必要では
ないか。
（11）（福）とちぎ健康福祉協会
　社会福祉法人とちぎ健康福祉協会は、社会
福祉法に基づき、福祉サービス利用者の自立
支援等を目的とする社会福祉法人で、県の保
健福祉部保健福祉課が所管する。1951年設立
の㈶栃木県福祉事業会と1963年設立の㈶栃木
県保健福祉事業団が統合し、1967年に（福）栃
木県厚生事業団が設立、1982年に（福）栃木県
社会福祉事業団に改称、1988年設立の㈶高齢
者総合センターと統合し、2001年に現在の協
会が設立された。基本財産は約17.9億円で、
栃木県が約1.7％出資している。
　同協会の主な事業は、第１種・第2種社会
福祉事業の運営、高齢者福祉事業の実施、健
康増進施設や障害者保養施設の運営である。
具体的には、社会福祉法に基づき、第１種社
会福祉事業として母子生活支援施設、知的障
害児施設・障害者支援施設、障害者支援施設
を設置運営し、身体障害者更生施設を受託運
営している。これらは障害者自立支援法、児
童福祉法、身体障害者福祉法に基づく施設で
ある。第2種社会福祉事業としては保育所を
設置運営し、身体障害者福祉センターを受託
運営するほか、障害福祉サービス（短期入所、
共同生活援助、共同生活介護）などを提供し
ている。また、県の施策に基づき、高齢者向
けの総合相談・学習支援・就業促進として高
齢者総合相談センター、シルバー大学校、シ
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ルバー人材センター連合会を運営し、情報提
供として情報誌を発行し、テレビ番組を放映
しており、その他、介護研修や健康増進事業
を実施している。さらに、とちぎ生きがいづ
くりセンター・健康づくりセンター、障害者
保養センター那珂川苑を管理運営している。
これらの施設の管理運営は指定管理者制度に
基づく業務である。
　同協会の常勤役職員は228名で、県の派遣・
ＯＢは16名、専任他は212名と多い。
　同協会の財務状況をみると、約36.6億円の
経常収入に対し経常支出は約31.7億円、約
52.8億円の資産に対し負債は約6.9億円であ
る。県からの補助金等は約5億円と多く、委
託料は約7.1億円で、委託料にはとちぎ健康
づくり・生きがいセンターの指定管理業務委
託料の約4.5億円などが含まれる。
　健康福祉協会の経営問題は、組織体系のも
と大勢の専任職員をどう適正に処遇するかで
ある。組織が大規模で職務も多様かつ専門的
である。配置・育成から人事評価、給与・登
用にいたるまで総合的な人的資源管理が必要
とされる。
（12）（福）栃木県社会福祉協議会
　社会福祉法人栃木県社会福祉協議会は、社
会福祉法に基づき、地域福祉の増進等を目的
とする社会福祉法人で、県の保健福祉部医事
厚生課が所管する。1951年に栃木県社会福祉
協議会が任意団体として設立され、1954年に
社会福祉法人化した。基本財産は約2,100万
円で、栃木県は出資していない。
　同協議会の主な事業は、地域福祉権利擁
護、生活福祉資金の貸付、障害者の自立支援、
福祉サービスの外部評価、ボランティア活動
の支援、福祉相談・苦情処理である。具体的
には、認知症高齢者にサービス利用手続を援
助し、低所得者には生活福祉資金を貸付け、
障害者向けには点字図書館を運営し手話通訳
を養成している。また、福祉サービスの第三
者評価を推進、介護サービス情報を調査・公
表し、利用者からの苦情相談にも対応してい
る。さらに、とちぎ福祉プラザを管理運営し、
福祉バスを運行している。この施設の管理は
指定管理者制度に基づく業務である。
　同協議会の常勤役職員は44名で、県の派遣・
ＯＢは8名、専任他は36名である。
　同協議会の財務状況をみると、約51.0億円
の収入に対し支出は約49.4億円、約68.9億円
の資産に対し負債は約47.2億円である。県か
らの補助金等は約8.9億円、委託料は約2.2億
円で、とちぎ福祉プラザの指定管理業務委託
料の約1.1億円が含まれる。
　社会福祉協議会の経営問題は、設立目的に
ある地域福祉の推進という役割を明確にする
ことである。社会福祉協議会には、県行政と
の協働はもとより、市町村社協や地区社協、
民生委員児童委員との連携・支援、社会福祉
関係機関・団体との連絡調整が期待される。
他の関係機関や団体が実施する事業からは撤
退し、団体間の連絡調整など本来の役割に専
念するのも一つの方向性であろう。
（13）㈶栃木県保健衛生事業団
　財団法人栃木県保健衛生事業団は、県民の
健康の保持増進等を目的とする財団法人で、
県の保健福祉部健康増進課が所管する。1940
年設立の㈶結核予防会栃木県支部、1959年設
立の㈶栃木県予防医学協会（旧・栃木県寄
生虫予防協会）、1961年設立の㈶栃木県対ガ
ン協会の3団体が統合し、1976年に現在の事
業団が設立された。基本財産は5,000万円で、
栃木県は出資していない。
　同事業団の常勤役職員は150名で、県の派
遣・ＯＢは2名、専任他は148名と多い。
　同事業団の主な事業は検診、検査、人間ドッ
ク、健康増進、環境検査、予防医学の推進で
ある。具体的には、結核予防法・老人保健
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法・労働安全衛生法・学校保健安全法等に基
づき、住民向けの健康診査・がん検診、職場
向けの健康診断、児童・生徒向けの心臓検診
を実施している。また、食品衛生法に基づく
食品取扱者向けの腸内細菌検査や学校保健安
全法に基づく児童・生徒向けの生化学検査と
寄生虫・尿検査を実施している。人間ドック
や県の委託を受けて健康度測定も実施してい
る。さらに、水道法や食品衛生法に基づく登
録検査機関として水質検査や食品検査を行っ
ており（水道法20条・34条、食品衛生法26条）、
生活習慣病予防や結核予防の啓発にも取り組
んでいる。
　同事業団の財務状況をみると、約29.7億円
の経常収益に対し経常費用は約26.8億円、約
66.7億円の資産に対し負債は約12.0億円であ
る。県からの補助金等はないが、委託料は約
1.3億円ある。
　保健衛生事業団の経営問題は、業務内容の
検診・検査事業で民間の医療機関や検査機関
と競合する点である。特に水質検査は㈶栃木
県環境技術協会と競合しており、統合を検討
する必要がある。また、組織体制では専任職
員の人的資源管理も重要である。
（14）㈶栃木県臓器移植推進協会
　財団法人栃木県臓器移植推進協会は、臓器
移植の推進等の目的とする財団法人で、県の
保健福祉部健康増進課が所管する。1992年に
㈶栃木県腎バンクが設立され、2001年に㈶栃
木県臓器移植推進協会に改称した。基本財産
は約3.1億円で、栃木県が約58％出資してい
る。
　同協会の主な事業は、臓器移植の推進であ
り、具体的には、臓器提供意思表示カードを
配布・啓発するほか、院内移植コーディネー
ターを委嘱、腎臓移植登録の費用を助成して
おり、また、人工透析医療の実態を調査し、
県臓器移植コーディネーターを設置してい
る。臓器斡旋業には厚生労働大臣の許可が必
要である（臓器移植法12条第１項）。
　同協会の常勤役職員は県のＯＢの１名であ
る。
　同協会の財務状況をみると、約2,500万円
の経常収益に対し経常費用は約1,400万円、
約3.2億円の資産に対し負債は少額である。
県からの補助金等はなく、委託料は約1,100
万円である。
　臓器移植推進協会の経営問題は、設立当初
の目的である臓器移植の推進が十分達成され
ないことである。臓器移植は年間１件程度の
実績しかない。組織も㈳日本臓器移植ネット
ワークの下部組織化している。臓器移植を推
進することの重要性は十分理解できるが、現
行では目的達成は困難と判断し、関連団体に
事業を移管することも必要ではないか。
（15）㈶栃木県産業振興センター
　財団法人栃木県産業振興センターは、産業
の振興を目的とする財団法人で、県の産業
労働観光部産業政策課が所管する。1972年に
㈶栃木県中小企業設備貸与公社が設立、1981
年に㈶栃木県中小企業近代化協会を統合し㈶
栃木県中小企業振興センターと改称、さらに
2001年に㈶栃木県産業技術振興協会と統合し
現在のセンターが設立された。基本財産は
1,500万円で、栃木県が33％出資している。
　同センターの主な事業は、ベンチャー等の
事業創出、経営革新の指導や下請取引の斡
旋、中小企業の人材育成、情報提供の支援で
ある。具体的には、同センターは中小企業新
事業活動促進法に定める中核的支援機関など
に認定されており（中小企業支援法７条、中
小企業新事業活動促進法26条、旧新事業創出
促進法19条）、産学官のネットワークを構築
し創業・販路開拓・研究開発を支援する。ま
た、専門家を派遣して経営革新を指導し、取
引を斡旋し、設備資金の貸付や設備のリース
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で設備の近代化を促進している。さらに、経
営管理者研修や技術セミナーを開催し、支援
施策や研究者の情報を提供している。
　同センターの常勤役職員は34名で、県の派
遣・ＯＢは19名、専任他は15名である。
　同センターの財務状況をみると、約10.2億
円の経常収益に対し経常費用は約9.3億円で
ある。また、約78.0億円の資産に対し負債は
約33.4億円である。うち県からの長期借入金
が約10.8億円ある。県からの補助金等は約2.7
億円、委託料は約1,600万円である。
　産業振興センターの経営問題は、財務状況
において県からの財政支援、特に多額の補助
金に依存している点である。自主財源の確保
を検討する必要がある。
（16）㈱とちぎ産業交流センター
　株式会社とちぎ産業交流センターは、「地
域産業の高度化に寄与する特定事業の集積の
促進に関する法律（頭脳立地法）」に基づき、
産業高度化支援施設の整備運営を目的に設立
された株式会社で（旧頭脳立地法5条参照）、
県の産業労働観光部産業政策課が所管する。
1994年に設立された。基本財産は約27.3億円
で、栃木県が約29％出資している。
　同センターの主な事業は、研究開発・起業
化の支援、交流の促進、人材の育成である。
具体的には、産業技術センターや産業振興セ
ンターと連携しながら、ベンチャー企業向け
にインキュベート室を提供し、産学官の交流
イベントを開催、経営リーダー育成塾や技術
セミナーを開講している。
　同センターの常勤役職員は専任１名で、他
の職員は㈶産業振興センターと兼務する。
　同センターの財務状況をみると、約9,100
万円の経常収益と経常費用は約8,600万円、
約16.9億円の資産に対し負債は約1,700万円
であるが、固定資産の減損会計を導入してお
り、約8.2億円の減損がある。県からの補助
金等や委託料はない。
　産業交流センターの経営問題は、組織体制
を㈶産業振興センターと一元化することであ
る。両法人は、各種事業を共催し、拠点も同
じとちぎ産業創造プラザにあり、職員も大半
が兼務である。にもかかわらず別組織なの
は、旧頭脳立地法のもとでは産業高度化施設
の運営が第三セクター方式の株式会社による
ものとされたためである。制度のねじれを解
消するためにも産業振興センターに事業を移
管するのが適当である。
（17）㈶大谷地域整備公社
　財団法人大谷地域整備公社は、大谷石採取
場跡地の安全対策等を目的とする財団法人
で、県の産業労働観光部工業振興課が所管す
る。1989年に発生した陥没事故に対応するた
め1990年に設立された。基本財産は5,000万
円で、栃木県が60％出資している。
　同公社の主な事業は、観測システムの管理
運営、安全対策への債務保証、実態調査、技
術的な指導助言である。具体的には、大谷石
採取場跡地の振動を観測し陥没を監視してい
るほか、採石業者が安全対策の資金を借入れ
るさいに債務保証を行ったり、跡地の空洞状
態をボーリング調査し、周辺住民から聞き取
り調査を実施している。
　同公社の常勤役職員は4名で、うち県の派
遣・ＯＢが3名、専任他が１名と少ない。
　同公社の財務状況をみると、事業活動収入
と事業活動支出は約1.5億円、約21.4億円の
資産に対し負債は約7,400万円である。県か
らの補助金等は約8,000万円で、委託料はな
い。
　大谷地域整備公社の経営問題は、設立当初
の目的である陥没跡地の安全確保が未だ実現
していないことである。システム稼動後、陥
没は全て予測したものの、観測だけに毎年多
額の補助金を投入している。現行では目的達
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成は永久に不可能である。まずは観測システ
ムのコストを見直し、将来的には埋め戻しな
ど跡地問題を抜本的に解決する必要がある。
（18）㈳栃木県観光物産協会（旧・㈶栃木県
　産品振興協会・㈳栃木県観光協会）
　旧・財団法人とちぎ県産品振興協会は、県
産業製品の支援等を目的とする財団法人で、
1980年に㈳栃木県物産振興協会が設立され、
1988年に産業展示館の開館に伴い同法人が解
散し、業務を承継した。一方、旧・社団法人
栃木県観光協会は、観光事業の振興を目的と
する社団法人で、1931年に設立され、1962年
に社団法人化された。そして、2009年に両協
会が統合されて㈳栃木県観光物産協会となっ
た。同協会は、県の産業労働観光部観光交流
課が所管する。基本財産は約3.8億円で、栃
木県が約39％出資している。
　同協会の主な観光事業は、観光情報の収
集・提供、誘致宣伝、観光関連団体との連絡
協調である。具体的には、観光・物産ホーム
ページを開設し、観光情報誌を発行、観光地
図を作成したり、観光キャラバンを実施し、
観光展に参加するなどしている。その他、㈳
日本観光協会が実施する観光振興事業にも参
画している。また、同協会の主な物産事業は、
県産品の普及宣伝・販路拡張、とちぎ県産品
センターの運営である。具体的には、百貨店
等で物産展を開催し、とちぎ特産品を推奨、
伝統工芸品展も開催している。また、駅構内
のとちぎ県産品センターでは県産品を展示・
販売している。
　同協会の常勤役職員は12名で、県の派遣・
ＯＢは6名、専任他は6名である。
　同協会の財務状況をみると、約1.7億円の
経常収益に対し経常費用は約1.8億円、約9.3
億円の資産に対し負債は約1.5億円である。
県からの補助金等は約7,000万円、委託料は
約2,000万円である。
　旧県産品振興協会と旧観光協会の経営問題
は、業務内容の県産品の宣伝が観光の宣伝と
連携していないことであった。県産品振興協
会と観光協会と一元化することで、両者の相
乗効果を期待できるし、組織体制も強化でき
よう。
（19）㈶栃木県農業振興公社
　財団法人栃木県農業振興公社は、農地保有
合理化等の推進を目的とする財団法人で、県
の農政部農政課が所管する。1971年設立の㈶
栃木県農業公社と1965年設立の栃木県農業構
造改善協会、1983年設立の㈶栃木県農業後継
者育成基金の3法人が統合し、1987年に現在
の公社が設立された。基本財産は3,000万円
で、栃木県が約17％出資している。
　同公社の主な事業は、農地保有の合理化、
畜産・農用地の基盤整備、農業経営構造対策
の推進、農業後継者の育成確保、就農促進と
農業体験、食と農の理解促進、花き振興施設・
水族館等の管理運営である。具体的には、農
業経営基盤強化促進法に基づく農地保有合理
化法人として、農地の売買や売渡・貸付信託
により農地利用を集積しており、畜舎や牧場
も整備している（農業経営基盤強化促進法７
条）。地域の担い手を育成し都市と農村の交
流や中山間地域の活性化を支援している。青
年農業者の就農を支援し就農相談や実践研
修、農業体験を実施している。とちぎアグリ
プラザでは食と農の理解促進カレッジを開催
している。その他、とちぎ花センターやなか
がわ水遊園を管理運営している。これらの施
設の管理運営は指定管理者制度に基づく業務
である。
　同公社の常勤役職員は74名で、県の派遣・
ＯＢは17名、専任他は57名と多い。
　同公社の財務状況をみると、約26.6億円の
経常収益に対し経常費用は約26.9億円、約
31.3億円の資産に対し負債は約14.8億円であ
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る。うち県からの長期借入金が約2.3億円あ
る。県からの補助金等は約1.2億円、委託料
は約4.8億円で、なかがわ水遊園などの指定
管理業務委託料が大半を占める。
　農業振興公社の経営問題は、業務内容が多
岐にわたり全体的な事業戦略が見えないこと
である。各事業目的と各施設機能を再確認
し、ネットワークを再構築すれば事業効果や
施設機能がさらに発揮されるだろう。
（20）㈳とちぎ農産物マーケティング協会
　社団法人とちぎ農産物マーケティング協会
は、農産物の生産振興等を目的とする社団
法人で、県の農政部経済流通課が所管する。
1975年に㈳栃木県園芸特産振興協会が設立さ
れ、2003年に現在の協会に定款を変更した。
基本財産は約8,600万円で、栃木県が約35％
出資している。
　同協会の主な事業は、県産農産物の生産振
興対策、マーケティング対策である。具体的
には、主要農産物の産地を巡回指導し、統一
ロゴマークでブランド化するなど、生産状況
から消費ニーズまでを把握し、品質向上から
販路拡大まで総合的に支援している。
　同協会の常勤役職員は6名で、県の派遣・
ＯＢが3名、専任他が3名と少ない。
　同協会の財務状況をみると、約1.4億円の
経常収益に対し経常費用は約1.3億円、約1.1
億円の資産に対し負債は少額である。県から
の補助金等は約3,500万円、委託料は少額で
ある。
　農産物マーケティング協会の経営問題は、
組織体制において県と他団体の派遣職員に依
存していることである。コンサルティングが
業務の中核でありながらノウハウが蓄積され
ない。内部人材を育成し情報を共有するな
ど、コンサルティング機能を確立する必要が
ある。
（21）㈳栃木県畜産協会
　社団法人栃木県畜産協会は、畜産の振興を
目的とする社団法人で、県の農政部畜産振興
課が所管する。1956年に㈳栃木県畜産会が設
立され、2001年に㈳栃木県肉畜価格安定基金
協会・㈳栃木県家畜畜産物衛生指導協会と統
合し、現在の協会に改称した。基本財産は約
2.3億円で、栃木県が約41％出資している。
　同協会の主な事業は、畜産農家の経営指
導、家畜の登録、家畜の衛生指導、肉畜価格
の安定対策である。具体的には、畜産農家に
経営や生産技術を診断・指導し、肉用牛経営
の収益悪化時には補填金を交付している。ま
た、家畜を登録し、伝染病の予防注射を助成
している。さらに、酪農及び肉用牛生産の振
興に関する法律に基づく都道府県肉用子牛価
格安定基金協会として、肉用子牛価格の低落
時に生産者補給金を交付している（酪農肉用
牛生産振興法24条の3の5、肉用子牛生産安
定等特別措置法）。
　同協会の常勤役職員は14名で、県のＯＢは
3名、専任他は11名である。
　同協会の財務状況をみると、約40.5億円の
事業活動収入に対し事業活動支出は約40.9
億円、約26.0億円の資産に対し負債は約5.1
億円である。県からの補助金等は約1.5億円、
委託料は約170万円である。
　畜産協会の経営問題は、財務状況において
人件費を賄う地方競馬全国協会からの補助金
が減少していることである。積極的に業務を
受託し財源を確保しつつ、運営コストを削減
するなど、経営を安定させる必要がある。
（22）㈳栃木県治山林道協会
　社団法人栃木県治山林道協会は、治山・林
道・林野観光の拡充等を目的とする社団法人
で、県の環境森林部森林整備課が所管する。
1947年に栃木県治山治水協会が設立、1950年
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に社団法人化された。1966年に栃木県林道協
会と合併し、㈳栃木県治山林道協会と改称し
た。
　同協会の主な事業は、治山・林道・林野観
光事業の拡充強化と普及啓発、森林土木のコ
ンサルティングである。具体的には、治山・
林道等に関する要望を集約し施策を提案して
いる。治山・林道工事のコンクールを開催し、
森林土木に関する機関誌も発行している。ま
た、県等の委託を受けて森林土木事業の調
査、計画策定、測量・設計、工事現場監督を
行っている。
　同協会の常勤役職員は12名で、県のＯＢは
3名、専任他は９名である。
　同協会の財務状況をみると、約1.6億円の
経常収益に対し経常費用は約3.0億円、約3.1
億円の資産に対し負債は約1.3億円である。
県からの補助金等はないが、委託料は約1.0
億円と多い。
　治山林道協会の経営問題は、財務状況にお
いて県からの財政支援、特に委託料に依存し
ていることである。公共事業の予算削減に伴
い受託収入の減少が見込まれる中で、業務量
の減少に応じて組織体制を縮小する必要があ
る。
（23）㈳栃木県緑化推進委員会
　社団法人栃木県緑化推進委員会は、緑化運
動の推進を目的とする社団法人で、県の環
境森林部地球温暖化対策課が所管する。1950
年に任意団体として設立され、1969年に社団
法人化された。同法人は税法上の特定公益増
進法人であり、「緑の募金による森林整備等
の推進に関する法律（緑の募金法）」に基づ
く緑の募金実施団体（都道府県緑化推進委員
会）である（緑の募金法5条）。
　同委員会の主な事業は、県土の緑化推進、
ゴルファー等による緑化推進協力、とちぎ緑
の基金、緑の募金である。具体的には、会費
や県・国土緑化推進機構からの助成・委託を
もとに植樹祭を開催し、緑の少年団を育成し
ている。ゴルファー等からの寄付金をもと
に、学校等の緑化やゴルフ場の松くい虫対策
を実施している。また、緑の基金の運用益で
広報誌の発行など緑化を普及啓発している。
さらに、緑の募金法に基づき、森林・緑化ボ
ランティア団体の活動を支援している。
　同委員会の常勤役職員は5名で、県の派遣・
ＯＢは3名、専任他は2名と少ない。
　同委員会の財務状況をみると、経常収益と
経常費用は約1.0億円、約6.8億円の資産に対
し負債は約2,500万円である。県からの補助
金等は約1,100万円、委託料は約1,700万円で
ある。
　緑化推進委員会の経営問題は、組織体制に
おいて常勤役職員が少ないことである。緑の
募金実施団体の指定や特定公益増進法人の認
定が他団体との統合を困難としているが、森
林整備公社との統合を検討する必要がある。
（24）㈳栃木県森林整備公社
　財団法人栃木県森林整備公社は、森林整備
を目的とする財団法人で、県の環境森林部森
林整備課が所管する。1986年に設立された。
基本財産は1.0億円で、栃木県が70％出資し
ている。
　同公社の主な事業は、分収方式や公費負担
による造林・育林、森林等の維持管理、森林・
林業の調査・設計、林業労働力の確保の促進
である。具体的には、伐採時に所有者と収益
を分配する分収方式により植栽や間伐などで
森林を整備するほか、条件不利地域では公費
負担により森林を整備している。また、県の
委託を受けて自然公園施設等を維持管理した
り、森林や林業に関する調査・設計等を実施
している。さらに、「林業労働力の確保の促
進に関する法律」に基づく林業労働力確保支
援センターとして、林業従事者育成や雇用改
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善の研修を実施している（林業労働力確保促
進法11条）。
　同公社の常勤役職員は6名で、県の派遣・
ＯＢが4名、専任他が2名と少ない。
　同公社の財務状況をみると、約3.7億円の
経常収益に対し経常費用は3.3億円、約54.5
億円の資産に対し負債は約25.6億円である。
うち長期借入金が約13.2億円もある。県から
の補助金等は約1.9億円、委託料は約1.2億円
である。
　森林整備公社の経営問題は、財務状況にあ
る巨額の借入金を縮減していくことである。
木材価格の低迷で収益が見込めない中で、少
なくとも新規の分収林契約は中止する必要が
あるだろう。
（25）㈱日光自然博物館
　株式会社日光自然博物館は、県立博物館の
管理運営を目的とする株式会社で、県の環
境森林部自然環境課が所管する。1988年に設
立された。基本財産は3.0億円で、栃木県が
40％出資している。
　同博物館の主な事業は、自然博物館と駐車
場の管理運営、自然解説案内と自然情報提
供、公園利用施設の管理、低公害バスの運行
である。具体的には、日光自然博物館と奥日
光駐車場を管理運営するほか、児童・生徒向
けに自然ガイドを実施している。博物館と駐
車場の管理運営は指定管理者制度に基づく業
務である。また、県の委託を受けて奥日光周
辺の自然公園施設を管理運営しており、マイ
カー乗入れ規制の代替として低公害バスも運
行している。
　同博物館の常勤役職員は19名で、県のＯＢ
は4名、専任他は15名である。
　同博物館の財務状況をみると、経常収益と
経常費用は2.7億円弱、約3.5億円の資産に対
し負債は3,600万円弱である。県からの補助
金等はないが、委託料は約1.0億円で、博物
館などの指定管理業務委託料である。
　日光自然博物館の経営問題は、業務内容の
中核、自然博物館の入館者を確保することで
ある。展示内容を更新し陳腐化させないこと
が必要である。
（26）㈶栃木県建設総合技術センター
　財団法人栃木県建設総合技術センターは、
建設事業の振興等を目的とする財団法人で、
県の県土整備部技術管理課が所管する。1968
年設立の㈳栃木県建設コンサルタントが、
1987年に㈳栃木県建設技術センターに改称、
1994年には㈶栃木県建設技術センターへと財
団法人化された。2000年に㈶栃木県下水道公
社を統合し、現在のセンターに改称された。
基本財産は5,500万円で、栃木県が約36％出
資している。
　同センターの主な事業は、建設行政の実務
研修、下水道工事の資格試験、公共事業の企
画調整・工務、建設資材の品質試験、建築工
事の支援、住宅の建築確認検査などである。
具体的には、自治体職員向けに建設行政の実
務研修、下水道排水設備工事責任技術者の資
格試験・登録を実施しており、公共事業の統
合情報システムを構築し、公共事業の設計積
算・現場管理、建築工事の発注を支援してい
る。また、コンクリート・アスファルト等の
品質試験、住宅の建築確認・検査や性能評価
を実施している。同センターは建築基準法や
住宅の品質確保の促進等に関する法律（品確
法）に基づく指定機関（指定確認検査機関、
指定住宅性能評価機関）である（建築基準法
77条の18、旧品確法5条）。その他、下水処
理施設の維持管理、公共事業関連図書の販売
も行っている。
　同センターの常勤役職員は106名で、県の
派遣・ＯＢは46名、専任他は58名と多い。
　同センターの財務状況をみると、経常収益
と経常費用は約18.2億円、約22.8億円の資産
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に対し負債は約5.8億円である。県からの補
助金等はないが、委託料は約14.6億円と多い。
　建設総合技術センターの経営問題は、財務
状況において県からの財政支援、特に委託料
に依存していることである。下水処理施設の
管理運営に包括的民間委託制度を導入した
り、公共事業の設計積算業務の随意契約を見
直すなど、県からの委託方式を見直す必要が
ある。
（27）㈶栃木県民公園福祉協会
　財団法人栃木県民公園福祉協会は、県民福
祉の増進等を目的とする財団法人で、県の県
土整備部都市整備課が所管する。1972年に㈶
栃木県都市公園協会として設立、翌1973年に
現在の名称に変更された。基本財産は300万
円で、栃木県が全額出資している。
　同協会の主な事業は、文化・レクリエーショ
ン施設の設置運営、県営都市公園の管理、都
市緑化の普及啓発、収益事業である。具体
的には、とちのきファミリーランドや１万人
プールを設置運営し、県の委託を受けて総合
運動公園など県営都市公園７か所を維持管理
している。県営都市公園の管理は指定管理者
制度に基づく業務である。公園内では売店も
営業し、この収益や都市緑化基金をもとに都
市緑化の普及啓発も行っている。
　同協会の常勤役職員は82名で、県の派遣・
ＯＢは17名、専任他は65名と多い。
　同協会の財務状況をみると、約15.1億円の
経常収益に対し支出は約15.9億円、約14.0億
円の資産に対し負債は約4.1億円である。県
からの補助金等は約590万円、委託料は約7.4
億円で、県営都市公園の指定管理業務委託料
である。
　県民公園福祉協会の経営問題は、業務内容
の一つ、公園管理受託事業が民間の施設管理
業者と競合している点である。国の重要文化
財がある日光田母沢御用邸記念公園以外は民
間に開放し、指定管理者業務からは撤退し、
組織体制も縮小する必要があるだろう。
（28）㈶栃木県体育協会
　財団法人栃木県体育協会は、スポーツの振
興等を目的とする財団法人で、県の教育委員
会スポーツ振興課が所管する。1970年に設立
され、2000年に㈶栃木県総合射撃場協会を統
合した。基本財産は1,000万円で、栃木県が
40％出資している。
　同協会の主な事業は、県民総スポーツの推
進、体育施設の管理運営、スポーツ国際交流
の推進、スポーツ指導者の育成、スポーツ少
年団の育成、競技力の向上である。具体的に
は、県民スポーツ大会などを開催するほか、
県の委託を受けて県体育館を管理運営し、ス
ポーツ国際交流を実施している。県体育館の
管理運営は指定管理者制度に基づく業務であ
る。また、㈶日本体育協会の補助を受けてス
ポーツ指導者を育成し、総合型地域スポーツ
クラブを推進している。同協会は㈶日本体育
協会に加盟し、県内の体育団体79団体を統括
している。その他、スポーツ少年団を育成し
交流大会に派遣したり、選手の育成強化を補
助している。
　同協会の常勤役職員は44名で、県の派遣・
ＯＢは25名と多く、専任他は19名である。
　同財団の財務状況をみると、約6.3億円の
経常収益に対し経常費用は約6.8億円、約
12.0億円の資産に対し負債は約1.3億円であ
る。県からの補助金等は約4.0億円、委託料
は約1.2億円で、県体育館の指定管理業務委
託料が大半である。
　体育協会の経営問題は、組織および財務に
おいて県の人的支援・財政支援、特に補助金
に依存していることである。補助金等が削減
される中で、会費収入や広告収入など自主財
源を確保する必要がある。
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（29）㈶日光杉並木保護財団
　財団法人日光杉並木保護財団は、日光杉並
木街道の保全を目的とする財団法人で、県の
教育委員会文化財課が所管する。1996年に設
立された。基本財産は5,000万円で、栃木県
が60％出資している。
　同財団の主な事業は、杉並木の樹勢回復、
杉並木オーナー制度の運営、杉並木保護の普
及広報である。具体的には、杉並木の保護を
普及啓発しオーナーを確保、杉並木保護基金
を活用し杉並木の樹勢回復事業を実施してい
る。
　同財団には常勤役職員はおらず、県職員が
兼務している。
　同財団の財務状況をみると、経常収益と経
常費用は約1,000万円、約5,400万円の資産に
対し負債は少額である。県からの補助金等は
約540万円、委託料は少額である。
　日光杉並木保護財団の経営問題は、組織体
制において県職員の兼務に依存していること
である。委託側の県所管課が受託側の財団事
務局を兼務するのは不自然であり契約上も問
題がある。文化財保護を目的とする法人では
あるが、森林整備や緑化推進を目的とする法
人と統合させる余地もある。
（30）（公財）栃木県暴力追放県民センター
　公益財団法人栃木県暴力追放県民センター
は、暴力団員による不当行為の防止等を目的
とする財団法人で、県の警察本部刑事部組織
犯罪対策第一課が所管する。1991年に設立さ
れた。基本財産は約5.9億円で、栃木県が約
76％出資している。同法人は税法上の特定公
益増進法人であり、「暴力団員による不当な
行為の防止等に関する法律（暴力団対策法）」
に基づく都道府県暴力追放運動推進センター
である（暴力団対策法32条の2）。
　同センターの主な事業は、暴力追放の広報
啓発、組織活動の支援、暴力相談、責任者講
習、被害救済である。具体的には、暴力団追
放のポスターを配布し、地域や職域の暴力団
追放活動団体を支援している。暴力相談委員
を委嘱し被害相談に対応しており、また、県
公安委員会の委託を受け暴力団対策法に基づ
く不当要求防止責任者講習会を開催してい
る。暴力団犯罪の被害者に見舞金も支給して
いる。
　同センターの常勤役職員は4名で、県の派
遣・ＯＢは3名、専任他は１名と少ない。
　同センターの財務状況をみると、経常収益
と経常費用は約3,800万円、約5.9億円の資産
に対し負債は少額である。県からの補助金等
は約2,400万円、委託料は約170万円である。
　暴追センターの経営問題は、業務内容の暴
力団追放事業が㈳栃木県防犯協会と類似して
いることである。暴追センターの指定や特定
公益増進法人の認定が他団体との統合を困難
としているが、県防犯協会連合会との統合を
検討する必要がある。
（31）㈶栃木県交通安全協会
　財団法人栃木県交通安全協会は、交通道徳
の向上等を目的とする財団法人で、県の警察
本部交通部交通企画課が所管する。1949年に
発足した栃木県交通安全協会連合会が発展
し、1959年に設立された。基本財産は3.4億
円で、栃木県は出資していない。
　同協会の主な事業は、交通安全に関する
広報啓発、教育・調査研究、交通事故の相
談、各団体間の連絡調整、各種講習会等の実
施、交通安全資器材の斡旋、自動車運転者の
育成・訓練である。具体的には、交通安全県
民総ぐるみ運動を実施し、交通安全教育セン
ターで安全教育を実施している。交通安全教
育センターの管理運営は指定管理者制度に基
づく業務である。また、道路交通法に基づく
都道府県交通安全活動推進センターとして交
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通事故の相談に対応している（道路交通法
108条の31）。地区交通安全協会とも連携して
おり、また、県警本部等の委託を受けて運転
免許更新等の講習も実施している。その他、
反射ステッカー等の交通安全資器材を斡旋し
たり、自動車教習所2か所を開設している。
　同協会の常勤役職員は184名で、県のＯＢ
は73名、専任他は111名と多い。
　同協会の財務状況をみると、約12.6億円の
経常収益に対し経常費用は約12.1億円、約
22.4億円の資産に対し負債は約2.4億円であ
る。県からの補助金等はないが、委託料は約
7.4億円で、うち交通安全教育センターの指
定管理業務委託料は約5,600万円である。
　交通安全協会の経営問題は、業務内容の一
つ、自動車教習所事業が民間の自動車教習所
と競合していることである。自動車教習所は
廃止し、組織体制も縮小する必要がある。
３．考察と小括─経営問題の階層性
　栃木県の特定指導法人に関するこれまでの
個別の検討結果をもとに、主な経営問題を整
理すると以下のようになる（図表2）。
（１）根拠法令や設立経緯に関する問題
　根拠法令や設立経緯に関する問題として
は、第１に、特殊な法律を根拠とする場合で
ある。特別法人であることや特定の認定法人
や指定法人であることが、他の法人との統合
を困難にしている。出資法人は、一般の会社
法に基づく株式会社や民法に基づく財団法
人・社団法人ばかりではない。例えば、事例
１・事例2・事例3のいわゆる地方三公社は、
それぞれ公拡法、地方道路公社法、地方住宅
供給公社法に基づく特別法人である。これら
の場合、他の法人形態では当該業務を実施す
ることができない。また、一般の会社法法人
や民法法人であっても、特定の法律に基づく
認定や指定を受けているものがある。例え
ば、事例16の産業交流センターは、いわゆる
頭脳立地法に基づく地域集積促進計画の中核
的推進機関である。事例23の緑化推進委員会
は、税法上の特定公益増進法人であり、緑の
募金法に基づく緑の募金実施団体である。同
様に事例30の暴力追放県民センターも、税法
上の特定公益増進法人であり、暴力団対策法
に基づく暴力追放運動推進センターとなって
いる。これらの場合、認定や指定を受けられ
ないと各種の優遇措置を受けることができな
い。
　第2に、設立目的を喪失している場合であ
る。出資法人の中には特殊な政治的事情から
設立され、目的の達成が困難であるにもかか
わらず、政策的な後退と関係者に受け取られ
ることをおそれて、法人を存続させている場
合がある。例えば、事例10の環境保全公社は、
本来の目的である産業廃棄物施設の建設を実
現できないまま数十年が経過している。しか
し、法人を解散すれば、建設を断念したと産
業界には映ってしまう。事例14の臓器移植推
進協会は、臓器移植の推進を目的に設立され
たものの、移植実績はほとんどない。だが、
法人を統合すれば、臓器移植の機運はさらに
下がるおそれがある。事例17の大谷地域整備
公社も、陥没跡地の安全確保を目的に設立さ
れたが、観測だけで抜本的な対策は講じてい
ない。しかし、法人を解散すると、行政が陥
没問題から撤退したと住民に不安を与えかね
ない。また、設立当初の事情ではなく、設立
後しだいにその目的を逸脱する場合もある。
例えば、事例12の社会福祉協議会は、各種団
体との連絡調整が本来の役割だが、県の別働
隊との性格が強まり、地域よりも行政の方を
向いて仕事をしていると揶揄される。
（２）業務内容に関する問題
　業務内容に関する問題としては、第１に、
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業務内容が他者と競合する場合である。出資
法人の中には民間の事業者と業務が競合する
ものがあり、民業圧迫のおそれがある。例え
ば、事例3の住宅供給公社は民間の宅地開発
事業者と、事例13の保健衛生事業団は民間の
医療機関・検査機関などと競合する。事例27
の県民公園福祉協会は民間の施設管理業者
と、事例31の交通安全協会は民間の自動車教
習所と競合している。また、民間ではなく行
政内部の他の部署と業務内容が重複するもの
があり、非効率との批判を受けかねない。例
えば、事例１の土地開発公社は、土地造成事
業で県の企業局と競合し、事例4の育英会も、
奨学金事業で県の教育委員会や児童家庭課な
どと競合している。
　第2に、業務内容が他者と関連する場合で
ある。出資法人の中には他の出資法人と業務
が関連するものがあり、連携することで相乗
効果を期待できる。例えば、事例18の観光物
産協会も、県産品振興協会と観光協会が連携
すれば県産品と観光の宣伝の相乗効果を期待
できる。事例30の暴力追放県民センターも、
防犯協会と連携すれば暴力団の追放と防犯の
強化を期待できる。
　第3に、業務内容が社会のニーズに合致し
ていない場合がある。出資法人の中には時代
や環境の変化でニーズが増加しているものも
あり、見直しにあたっては、業務の縮小では
なく逆に業務の拡充が必要なときもある。例
えば、事例９の国際交流協会は在住外国人の
生活支援ではむしろ相談体制を拡充する必要
がある。
　第4に、施設が業務に活用されていない場
合がある。例えば、事例19の農業振興公社は、
とちぎ花センターやなかがわ水遊園など多様
な施設のネットワークを再構築すれば事業効
果や施設機能がさらに発揮されるだろうし、
事例25の日光自然博物館は、中核となる自然
博物館の入館者を確保するために展示内容を
更新し陳腐化させないことが必要である。
（３）組織体制・人的支援
　特定指導法人31法人あわせた常勤役職員数
は1,244名であり、このうち県のＯＢが215名、
県の派遣が131名で、全職員の約28％を占め
ている。役職員数では、健康福祉協会が228
名で最も多く、次いで交通安全協会が184名、
保健衛生事業団が150名と続いている。一方
で、専任職員のいない日光杉並木保護財団を
はじめ、臓器移植推進協会、産業交流セン
ター、緑化推進委員会など常勤役職員が10名
未満の法人が12法人ある。
　組織体制や人的支援に関する問題として
は、第１に、出資法人の中には、全国組織の
下部組織という性格が強いものがある。例え
ば、事例5の消防協会は日本消防協会の下部
組織であり、先述の事例14の臓器移植推進協
会も、日本臓器移植ネットワークの下部組織
にすぎない。独自性のある活動を展開しなけ
れば法人の存在意義が問われかねない。
　第2に、多数の専任職員を抱えながら、人
的資源管理が確立していない場合がある。例
えば、事例6の生涯学習文化財団は、埋蔵文
化財センターの縮小に伴う専門職員の配置転
換を検討する必要がある。事例11の健康福祉
協会は、専任職員をどう適正に処遇するかで
ある。組織が大規模で職務も多様かつ専門的
である。配置・育成から人事評価、給与・登
用にいたるまで総合的な人的資源管理が必要
とされる。先述の事例13の保健衛生事業団は、
専任職員の人的資源管理も重要である。
　第3に、県や他団体からの派遣職員に依存
している場合である。例えば、事例16の産業
交流センターは、産業振興センターの職員が
兼務している。コンサルティングが業務の中
核でありながらノウハウが蓄積されない。
　第4に、出資法人の中には常勤職員が少数
で、組織の体裁をなしていないものがある。
例えば、事例23の緑化推進委員会は常勤職員
が数名で、事例29の日光杉並木保護財団にい
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たっては、所管部局の職員が兼務している。
（４）財務状況・財政支援
　特定指導法人31法人に対する出資金の総額
は約140億円である。このうち県の出資額は
約87億円で、総額の62％を占めている。出資
額では、道路公社が約63億円と圧倒的に多く、
次いで産業交流センターが8億円となってい
る。出資割合では、地方三公社をはじめ生涯
学習文化財団や青少年子ども財団など７法人
では県が全額出資している。一方で、保健衛
生事業団や交通安全協会など5法人では県は
一切出資していない。
　また、特定指導法人31法人に対する県から
の補助金の総額は約36億円で、委託料の総額
は約77億円にのぼるが、近年の厳しい財政状
況から財政支出は減少傾向にある。補助金・
委託料の合計額では、建設総合技術センター
が約15億円で最も多く、続く健康福祉協会、
社会福祉協議会、青少年こども財団がそれぞ
れ10億円を上回っている。
　特定指導法人31法人に対する長期借入金・
損失補償・債務保証の状況をみると、例えば、
森林整備公社は約13億円、産業振興センター
は約11億円、県からの長期借入金がある。ま
た、森林整備公社には約16億円、県が損失を
補償しており、道路公社には約111億円、県
が債務を保証している。
　財務状況・財政支援に関する問題として
は、第１に、巨額の借入金を抱える場合であ
る。借入金を縮減するために、少なくとも新
規事業を中止する必要がある。例えば、事例
2の道路公社は、新規の道路整備を中止し、
また事例24の森林整備公社は、新規の分収林
契約を中止する必要がある。
　第2に、出資法人の中には、補助金・委託
料に依存している場合がある。事例21の畜産
協会、事例28の体育協会は補助金への依存度
が高い。また、事例22の治山林道協会や事例
26の建設総合技術センターは委託料への依存
度が高い。事例７の男女共同参画財団や事例
8の青少年こども財団は、指定管理者業務委
託料の比重が高いが、いっそ指定管理者業務
からは撤退し、独自性のある事業に特化する
のも一つの方向性かもしれない。
図表２　栃木県の特定指導法人の経営問題
制度環境 業務内容 組織体制 財務状況
１ 栃木県土地開発公社 根拠法 内部競合
2 栃木県道路公社 根拠法 借入金
3 栃木県住宅供給公社 根拠法 民間競合 委託料
4 栃木県育英会 内部競合 補助金
5 栃木県消防協会 下部組織
6 とちぎ生涯学習文化財団 職員管理 委託料
７ とちぎ男女共同参画財団 委託料
8 とちぎ青少年こども財団 派遣依存 委託料
９ 栃木県国際交流協会 機能強化
10 栃木県環境保全公社 目的不能 小規模 補助金
11 とちぎ健康福祉協会 職員管理 補助金
12 栃木県社会福祉協議会 目的逸脱 補助金
13 栃木県保健衛生事業団 民間競合 職員管理
14 栃木県臓器移植推進協会 目的不能 下部組織
− 121 −
自治体における出資法人の改革
　これらの経営問題を全体的にみると、一般
に指摘される業務の競合や財政的・人的な依
存といった経営問題のほかにも、制度上の障
壁や特殊な事情など、事業報告や財務諸表か
らは把握できない法的・政治的問題も少なか
らず存在する。こうした問題は出資法人改革
の検討対象とはならないのだろうか。
　「日常の行政管理とは、政府構造の基幹に
かかわる諸制度と法令上の権限を所与の前提
とし、この枠内で、総括管理機関が予算査定
と定員査定をとおして新規増分を統制するこ
とであり、非日常の行政改革とは、この枠を
越えた改革に及ぶことである」（西尾 1993：
325-326）。出資法人改革をこの行政改革にな
ぞらえれば、次のように整理できる。
　出資法人の活動を枠付けるものには、比較
的安定した法令上の根拠から、頻繁に見直さ
れる財源や人員の配分までいくつかのレベル
がある。おおもとには①関係法令や定款など
が定める法人の存立にかかる恒久的な制度の
枠組みがあり、次いで②事業計画などに基づ
く中長期的な事務事業の枠組み、さらに③定
期的な定員管理による組織・人事の枠組み、
そして④毎年度の予算編成で決まる財務・財
政の枠組みがある。栃木県の特定指導法人の
主な経営問題に関する先の整理は、これらの
レベルに応じて分類したものである。
　出資法人の見直しに関しても、どこまで踏
み込むかによって日常的な経営管理から非日
常的な経営改革までいくつかのレベルに分け
られる。経営管理は③や④のレベルで取り組
む通常の予算査定や定員査定のことであり、
経営整理とはそこから②のレベルまで踏み込
み、既定の経費や人員を見直し減量するこ
と、経営機構改革はさらに①のレベルの制度
までを改革することである。このように、本
来の出資法人改革は、減量経営にとどまらず
制度改革にも及ぶものでなければならない
（図表3）。
15 栃木県産業振興センター 借入金
16 とちぎ産業交流センター 根拠法 職員兼務
17 大谷地域整備公社 目的不能 小規模
18 栃木県観光物産協会 関連団体
19 栃木県農業振興公社 施設活用 職員管理 借入金
20 とちぎ農産物マーケティング協会 派遣依存
21 栃木県畜産協会 補助金
22 栃木県治山林道協会 委託料
23 栃木県緑化推進委員会 根拠法 小規模
24 栃木県森林整備公社 借入金
25 日光自然博物館 施設活用
26 栃木県建設総合技術センター 職員管理 委託料
27 栃木県民公園福祉協会 民間競合 職員管理 委託料
28 栃木県体育協会 派遣依存 補助金
29 日光杉並木保護財団 職員兼務
30 栃木県暴力追放県民センター 根拠法 関連団体 小規模
31 栃木県交通安全協会 民間競合 職員管理 委託料
（資料）筆者作成
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　ところが、総務省の指針（総務省自治財政
局 2009）が示す処理策の検討手順は、後述
するように、②の事業レベルから検討を進め
るものであり、①の制度レベルは所与の前提
とされている。その意味では、出資法人の経
営問題を矮小化していることが、出資法人の
抜本的改革を阻害する一因といえなくもな
い。
　もっとも、自治体における出資法人の抜本
的改革を阻むものは、政策問題自体にあるば
かりではない。そこで次に、政策学のもう一
つの視点、政策過程に焦点を当てて改革の阻
害要因を別の角度から考察することにした
い。
二　自治体の出資法人改革の政策過程
1．問題の所在─抜本的改革の困難性
（１）処理策の多岐性
　自治体の出資法人改革ではどのような処理
策が採択されるのか。抜本的改革といっても
完全民営化・民間売却、債務調整、経営体制
の変更、上下分離（指定管理者制度を含む）、
直営、清算などのいくつかの事業手法があ
る。
　総務省自治財政局が平成21年6月に策定し
た「第三セクター等の抜本的改革等に関する
指針」では、処理策検討の手順について、ま
ずは事業そのものの意義を吟味し、事業の意
義がない場合、事業の採算性や事業性があれ
ば完全民営化・民間売却を検討し、いずれも
なければ清算する。事業の意義がある場合
は、再生の可否を判断し、採算性があれば民
営化するか存続させ、採算性がなければ上記
各種事業手法の選択を検討するとしている
（総務省自治財政局2009）。
　しかし、現実にこうした指針どおりの検討
がなされるとはかぎらない。この点、前章で
検討した栃木県の特定指導法人に関しては、
栃木県行政改革推進委員会と栃木県議会にそ
れぞれ作業部会が設置され、これらの検討結
果を受けて、栃木県は特定指導法人の見直し
基本方針を二度にわたり策定した（図表4）。
そこで本章では、栃木県の行政改革推進委員
会と県議会の検討結果を検証し、自治体の出
資法人の改革内容を考察することにしたい。
（２）合意形成の複雑性
　自治体の出資法人改革ではだれが関与し、
どのように決定されるのか。自治体の出資法
人の設立・運営には、当該自治体のほか、国
や他の自治体、地元の関連団体、民間企業、
金融機関など多数の機関が関係しており、ま
た自治体内部でも、行政改革担当部局、法人
所管部局など多数の組織が関与する。そのた
め、出資法人の改革は多数当事者間の合意を
図表3　活動の枠組と改革レベル
枠組 改革
固定的
長期的
↑
↓
短期的
流動的
制度・権限 法令改正
定款変更
非日常的
制度改革
↑
↓
日常的
減量経営
事務・事業 事業再構築
組織・人事 組織改編
人員整理
財務・財政 予算削減
（資料）筆者作成
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前提とする。しかも、これら関係当事者の役
割分担は必ずしも明確ではないため、いった
ん出資法人の経営が破綻すると、責任の所在
をめぐって関係者間の合意が崩壊し、当事者
間による処理が困難になることもある。そこ
で、委員会や議会などの第三者機関が合意形
成の触媒として期待されるようになるが、そ
のため、かえって複数段階での合意形成が必
要となり、意思決定がさらに長期化すること
にもなる。このように自治体の出資法人改革
は、多数者間の合意形成が不可欠であるため、
きわめて複雑な政策過程となる。
　栃木県でも、特定指導法人の見直しには、
上述の行政改革推進委員会と県議会のほか、
行政改革推進室、各所管部課、各特定指導法
人が関与している（図表5）。そこで、委員
会や議会ではどのように検討され、栃木県は
どのように対応したのか、栃木県における出
資法人改革の検討過程を事例として、自治体
の出資法人の改革過程を考察する。
図表４　栃木県における出資法人改革の検討経過
平成18年4月
　　　　5月
平成19年11月
平成20年3月
平成21年3月
　　　　11月
平成22年12月
栃木県、「出資法人等指導指針」を策定
栃木県行政改革推進委員会、出資法人等専門部会を設置
（平成18年７月～平成19年3月に計10回開催）
（平成19年5月～平成19年10月に計6回開催）
栃木県行政改革推進委員会、出資法人等専門部会報告書を提出
栃木県、「特定指導法人の見直し基本方針」を策定
栃木県議会、県出資法人あり方検討会を設置
（平成21年3月～11月に計12回開催）
栃木県議会、県出資法人あり方検討会報告書を提出
栃木県、「特定指導法人の見直し基本方針（改定）」を策定
　（資料）筆者作成
図表５　栃木県における出資法人改革の関係図
　（資料）筆者作成
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2．分析の内容─見直し基本方針の策定経緯
（１）出資法人等指導指針
　栃木県では、平成15年１月に策定された「栃
木県外郭団体等指導指針」を改め、平成18年
4月に「栃木県出資法人等指導指針」を策定
した。同指針では、出資法人等のうち栃木県
土地開発公社など32法人を特定指導法人に指
定し重点的に指導するとし、所管部長は出資
法人等の経営状況を把握し指導、経営管理部
長に報告するとしている。所管部長は指導に
あたり、事業の合理的・効果的な執行、役職
員の資質向上、情報公開、適正規模の組織体
制、役職員数や給与水準等の適正化など、法
人経営を適正化すること、目的の達成、必要
性の低下、他団体との競合、欠損の累積の場
合は、廃止又は縮小、統合・一元化など、法
人のあり方を見直し検討すること、県職員は
真に必要な場合に限り派遣し、計画的な引上
げで経営を自立化させること、補助金・委託
料・貸付金・負担金等の財政支援は適正に執
行すること、経営点検評価を毎年実施し、結
果を公表することに留意すべきとしている。
さらに、所管部長は進行管理のため、県行政
改革大綱と整合させ、出資法人等の指導の実
行計画を策定し、対応方針を策定するときに
は県行政改革推進委員会の意見を聴取するも
のとされている（栃木県2006）。
（２）行政改革推進委員会・出資法人専門部会
　栃木県は、平成18年2月に策定した「栃木
県行財政改革大綱」にかかげる「県出資法人
等の見直し」を行うため、同年5月に知事の
諮問機関である「栃木県行政改革推進委員
会」に「出資法人等専門部会」を設置した。
同専門部会は、学識経験者や企業経営者、公
募委員、県議会議員の計8名で構成され、経
営管理部行政改革推進室が事務局となった。
同専門部会では、前記「栃木県出資法人等指
導指針」に定める特定指導法人を対象に見直
しを行い、平成18年７月から翌19年10月まで
延べ16回にわたって会合を開催した。平成18
年度は特定指導法人32法人に対するヒアリン
グを実施し、平成19年度は個別法人のあり方
を検討して、平成19年11月に報告書を取りま
とめ、知事に提出した。
（３）委員会報告書
　行政改革推進委員会の出資法人等専門部会
の報告書では、見直しの方向性として将来ビ
ジョンの明確化、県民サービスの向上、マネ
ジメント意識の改革、スクラップアンドビル
ドへの挑戦等の4つをうたい、具体的には、
まず、育英会などに関しては事業（組織）の
充実・強化、生涯学習文化財団などに関して
は組織体制の見直し・縮小、健康福祉協会な
どに関しては県関与の縮小等とした。また、
土地開発公社に関しては実施主体の一元化、
社会福祉協議会などに関しては事業の見直
し、環境保全公社などに関しては公共性等か
ら存続とした。さらに、臓器移植推進協会な
どに関しては統合等、道路公社などに関して
は新規事業の中止を提言している（栃木県行
政改革推進委員会2007）。
　これらの提言内容をみると、組織体制の縮
小や県関与の縮小、統合や新規事業の中止ま
では提言するものの、出資法人自体の廃止ま
で言及しているものはない。また、委員会報
告書は、関係者との調整を経てとりまとめら
れるため、やや曖昧な提言も見受けられる。
例えば、緑化推進委員会に関しては、専門部
会の審議の過程では「統合」とする意見が強
かったが、最終的な報告書では「統合等検討」
というように提言内容が弱められている（図
表6参照）。
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（４）特定指導法人の見直し基本方針
　栃木県は、委員会の報告に基づき対応方針
を検討し、平成20年3月に「特定指導法人の
見直し基本方針」を策定して、法人の見直し
を進めることになった。同基本方針では、「新
規事業の中止」が提言された道路公社・住宅
供給公社・森林整備公社に関しては、それぞ
れ新年度からの中止を決定するとした。「事
業の見直し」や「業務の見直し」が提言され
た社会福祉協議会、農産物マーケティング協
会や建設総合技術センターなどに関しては、
それぞれ提言に基づき「高齢者関連事業の見
直し」「コンサルティング機能の充実・強化」
「下水処理施設、随意契約の見直し」などと
具体化されている（栃木県2008）。
　このように、ほぼすべての見直し項目が委
員会の提言に沿った内容となっており、か
図表６　出資法人改革に関する委員会の提言と県の対応
特定指導法人 委員会提言 対応方針
１ 栃木県土地開発公社 実施主体の一元化 産業用地開発等の実施主体の一元化
2 栃木県道路公社 新規道路整備の中止等 新規道路整備の中止
3 栃木県住宅供給公社 新規分譲の中止等 新規分譲の中止
4 栃木県育英会 組織体制の充実等 組織体制の充実等
5 栃木県消防協会 経営の効率化等 一層の経営効率化の推進
6 とちぎ生涯学習文化財団 組織体制及び事業の見直し 埋蔵文化財センターの組織体制の見直し
７ とちぎ男女共同参画財団 組織体制の見直し等 組織体制の見直し等
8 とちぎ青少年こども財団 青少年関連事業の充実・強化等 青少年関連事業の充実・強化等
９ 栃木県国際交流協会 定住外国人対策の充実等 定住外国人対策の充実等
10 栃木県環境保全公社 設立目的の達成等 公共性の観点から存続
11 とちぎ健康福祉協会 県関与の縮小等 県関与の縮小等
12 栃木県社会福祉協議会 事業の見直し 高齢者関連事業の見直し
13 栃木県保健衛生事業団 県関与の縮小等 県関与の縮小等
14 栃木県臓器移植推進協会 統合 将来的な統合に向けて努力
15 栃木県産業振興センター 中長期的な統合 中長期的な統合検討
16 とちぎ産業交流センター 中長期的な統合 中長期的な統合検討
17 大谷地域整備公社 安全対策の推進等 安心・安全の観点から存続
18 栃木県観光協会 統合 統合
とちぎ県産品振興協会 統合 統合
19 栃木県農業振興公社 経営の効率化等 一層の経営効率化の推進
20 とちぎ農産物マーケティング協会 業務の見直し コンサルティング機能の充実・強化
21 栃木県畜産協会 経営の効率化等 一層の経営効率化の推進
22 栃木県治山林道協会 随意契約の解消等 随意契約の見直し
23 栃木県緑化推進委員会 統合等検討 統合等検討
24 栃木県森林整備公社 新規分収林契約の中止等 新規分収林契約の中止
25 日光自然博物館 経営の効率化等 一層の経営効率化の推進
26 栃木県建設総合技術センター 事業の見直し 下水処理施設、随意契約の見直し
27 栃木県民公園福祉協会 組織の縮小等 組織の計画的縮小等
28 栃木県体育協会 経営の効率化等 一層の経営効率化の推進
29 日光杉並木保護財団 事業の見直し 委託事業の見直し
30 栃木県暴力追放県民センター 経営の効率化等 一層の経営効率化の推進
31 栃木県交通安全協会 自動車教習所業務の見直し 自動車教習所業務の見直し
（資料）栃木県行政改革推進室資料より筆者作成
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つ、単なる検討にとどまらず、遅くとも数年
内には実施するか少なくとも方針を決定する
ことになっている。見直し方針の中には提言
内容から後退したように見えるものもある
が、例えば、他法人との業務の提携と「統合」
に向けた努力が提言された臓器移植推進協会
に関しては、「将来的な統合に向けた努力」
となっており、「随意契約の解消等」に向け
た見直しが提言された治山林道協会に関して
も、「随意契約の見直し」とするなど、実質
的には提言内容と同じである。また、「設立
目的の達成等」が提言された環境保全公社と
「安全対策の推進等」が提言された大谷地域
整備公社は、それぞれ「公共性」や「安全・
安心」の観点から「存続」とされたが、表題
は異なるものの、趣旨は変わらない（図表6
参照）。
（５）栃木県議会・出資法人あり方検討会
　このように知事部局を中心に出資法人改革
が進められる中、栃木県議会では、平成20年
度に「企業局事業等あり方検討会」を設け、
企業局事業と関連して県の出資法人について
も検討を行い、行政改革推進委員会の報告書
をもとに各会派で勉強会を開いたが、平成21
年度も引き続き検討を行うため、「出資法人
あり方検討会」を設けた。同検討会は、議長
の諮問機関であり、県議会議員12名によって
構成されている。同検討会は、平成21年3月
から11月まで延べ12回にわたって会合を開催
し、前年度の「企業局事業等あり方検討会」
において存続案件とした12法人、意見の集約
に至らなかった8法人のあり方について検討
を行ったほか、所管部局の部長及び教育次長
との意見交換や他の自治体の視察などを行
い、平成21年11月に報告書を取りまとめた。
（６）議会報告書
　栃木県議会の出資法人あり方検討会の報告
書では、見直しの方向性として存続・統合・
自立・廃止の4つを示し、特定指導法人32法
人を検討した結果、健康福祉協会など4法人
については自立、育英会など14法人について
は存続、土地開発公社など９法人については
統合、環境保全公社など5法人については廃
止を提言した（栃木県議会2009）。これらの
うち、統合の中身をみると、土地開発公社・
道路公社・住宅供給公社の地方三公社に関し
ては管理部門を統合すること、生涯学習文化
財団と青少年こども財団を統合再編するこ
と、臓器移植推進協会を保健衛生事業団に統
合すること、県産品振興協会・観光協会・農
産物マーケティング協会を統合することを提
言している。また、廃止の中身をみても、産
業交流センターを廃止して産業振興センター
に統合すること、治山林道協会・緑化推進委
員会・森林整備公社を廃止して統合再編する
ことを提言しており、法人・事業の完全消滅
は当初から本来の機能を果たしていない環境
保全公社に関してのみである（図表７参照）。
　これらの提言内容をみると、統合や廃止な
どが打ち出されてはいるが、それでもほぼ全
ての法人が出資法人の形態を維持することに
なる。しかし、議会報告書は、委員会報告書
に比べれば、歯切れの良い提言は多い。例え
ば、土地開発公社に関しては、委員会報告書
では企業局との統合を示唆しつつ「実施主体
の一元化」としたが、議会報告書では産業団
地造成機能を企業局に「統合」することを明
記している。また、産業交流センターに関し
ては、委員会報告書では産業振興センターと
の「中長期的な統合」の検討を求めたが、議
会報告書では「廃止」と産業振興センターへ
の引継ぎを明記している。さらに、農産物
マーケティング協会に関しても、委員会報告
書では観光や県産品振興を含めた「業務の見
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直し」を提言したが、議会報告書では観光協
会・県産品振興協会との「統合」を明確に主
張している。
（７）特定指導法人の見直し基本方針（改定）
　栃木県は、県議会からの申入れを受け、平
成22年12月に先の「特定指導法人の見直し基
本方針」を改定することとなった。同基本方
針では、旧基本方針に定められた見直し項目
から、道路公社の新規有料道路整備の中止、
住宅供給公社の新規分譲の中止、社会福祉協
議会の福祉機器展示事業の統合、県産品振興
協会と観光協会の統合、森林整備公社の新規
図表７　出資法人改革に関する議会の提言と県の対応
特定指導法人 議会提言 対応方針
１ 栃木県土地開発公社 統合 管理業務統合、産業団地造成機能一元化検討
2 栃木県道路公社 統合 管理業務統合等
3 栃木県住宅供給公社 統合 管理業務統合等
4 栃木県育英会 存続 事業の充実・強化等
5 栃木県消防協会 存続 経営の効率化等
6 とちぎ生涯学習文化財団 統合 統合、組織体制の見直し等
７ とちぎ男女共同参画財団 存続 組織体制の見直し等
8 とちぎ青少年こども財団 統合 統合、事業の充実・強化等
９ 栃木県国際交流協会 存続 事業の充実・強化等
10 栃木県環境保全公社 廃止 業務検証等
11 とちぎ健康福祉協会 自立 県関与の縮小等
12 栃木県社会福祉協議会 存続 事業の見直し等
13 栃木県保健衛生事業団 自立 県関与の縮小等
14 栃木県臓器移植推進協会 統合 統合を含めた運営体制の検討等
15 栃木県産業振興センター 存続 統合等
16 とちぎ産業交流センター 廃止 統合等
17 大谷地域整備公社 存続 抜本対策の検討
18 栃木県観光協会 統合 統合等
とちぎ県産品振興協会 統合
19 栃木県農業振興公社 存続 経営の効率化等
20 とちぎ農産物マーケティング協会 統合 事業、組織体制の見直し
21 栃木県畜産協会 存続 経営の効率化等
22 栃木県治山林道協会 廃止 事業の見直し、他法人との再編
23 栃木県緑化推進委員会 廃止 他法人との再編等
24 栃木県森林整備公社 廃止 事業の見直し、他法人との再編
25 日光自然博物館 自立 経営の効率化等
26 栃木県建設総合技術センター 自立 事業の見直し等
27 栃木県民公園福祉協会 存続 組織の計画的縮小等
28 栃木県体育協会 存続 経営の効率化、事業の見直し等
29 日光杉並木保護財団 存続 事業の見直し等
30 栃木県暴力追放県民センター 存続 経営の効率化等
31 栃木県交通安全協会 存続 事業の見直し等
（資料）栃木県行政改革推進室資料より筆者作成
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分収林契約の中止など、すでに対応済みの項
目を除いたうえで、県議会の提言を受けて、
地方三公社の管理業務の統合、生涯学習文化
財団と青少年こども財団の再編、治山林道協
会・緑化推進委員会・森林整備公社の再編な
どが新たに見直し項目に加えられた（栃木県
2010）。
　もっとも、必ずしも県議会の提言どおりに
見直されているわけではない。例えば、「廃
止」まで言及された環境保全公社に関して
は、処分場完成後に「業務検証等」を行うに
とどまる。また、観光物産協会との「統合」
が提言された農産物マーケティング協会に関
しても、「事業・組織体制の見直し」を行う
にすぎない。さらに、保健衛生事業団との「統
合」が明記されている臓器移植推進協会に関
しては、「統合を含めた運営形態の検討等」
を行うとして提言内容からはかなり後退した
ものとなった（図表７参照）。
３．考察と小括─二面性の維持と計画・調整
　の均衡
（１）出資法人の組織的・時間的二面性
　栃木県における出資法人改革の検討内容を
みると、必ずしも完全民営化・民間売却や直
営、清算などの抜本的な処理策が十分に検討
されているとはいえない。なぜこうした抜本
的な処理策が回避されるのだろうか。
　保守的な対応をとる理由としてまず考えつ
くのは、リンドブロムが唱えた増分主義であ
る。増分主義（incrementalism）とは、政
策決定は既存の政策を前提として付加的に修
正されるものとの考え方である。北海道大学
の宮脇淳教授も、出資者である行政を含め
た第三セクターのガバナンス構造を見直す
重要なトリガーとして、過去の配分に基づ
く「増分主義」、既存の視点では認識できな
い「見えない非効率」、官と民を明確に区分
けする「二元論」をあげている（宮脇2010：
260-264）。たしかに、「経営の効率化」や「事
業の見直し」などについては、現行の運営体
制を必要な限度で改善しようとするものであ
り、増分主義的な対応として説明できる。し
かし、検討結果ではその他にも「統合」が少
なからず打ち出されており、こうした方向性
は、現行の運営体制を前提とするものではな
く、必ずしも増分主義によって説明できるわ
けではない。
　そして、この点は、委員会の提言と議会の
提言、さらには県の対応方針のいずれにも共
通する志向性であることから、検討主体の問
題であるとも言いがたい。むしろ検討対象で
ある出資法人自体の性格と関連するように思
われる。
　第三セクターの性格に関して、東京大学の
金井利之教授は、「内部性と外部性という組
織的二面性と、現在時点と将来時点という時
間的二面性」に焦点を当てている。金井教授
によれば、「行政学的な意味での三セクの行
政管理とは、この「着かず離れず」の二面性
の曖昧な乖離と「使い分け」を亀裂と分裂を
生じさせることなく、適切に維持すること」
であり、「行政学的な意味での三セクの破綻
とは、このような二面性が維持できなくなる
状態であり、どちらかに割り切った決着を迫
られる状態」であるという（金井2007：79）。
　このモデルを用いて栃木県における出資法
人改革の検討内容を改めて考えてみたい。
　出資法人の経営が悪化した場合、すなわち
二面性の維持が困難になると、組織的には内
部化あるいは外部化し、また時間的には将来
を放棄し現在時点で決着させるのが原則であ
る。具体的には、完全民営化・民間売却によっ
て完全に外部化するか、自治体直営によって
完全に内部化するか、あるいは上下分離に
よって資産を公有化し、運営を民間委託する
ことで一部を内部化、他の一部を外部化す
る。または、事業の長期継続を前提として現
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在時点に便益を配置し将来時点に費用を配置
していた状態を清算によって解消することに
なる。なお、金井教授は、清算を外部化の一
形態に位置づけているが（金井 2007：85）、
筆者は、継続的関係を終了させるという意味
で、組織的二面性よりむしろ時間的二面性を
決着させるものと解する（図表8）。
　しかし、自治体にとって出資法人の二面性
には利点がある。組織の内部性と外部性を使
い分けることで、自治体は出資法人を利用し
て事業を展開できる一方、責任追及を回避す
ることができる。また、現在時点と将来時点
を使い分けることで、現在に便益を配置し、
将来に費用を配置することで、便益を過大に
評価、費用を過小に評価するとともに、現在
の問題の解決を将来に先送りすることができ
る。そこで、自治体はこの二面性を何とか維
持しようとする。他の出資法人との統合は、
公営化や民営化を回避することで組織的二面
性を維持し、また、清算を回避することで時
間的二面性を維持できるという点では好都合
なのである。このように、出資法人の性格に
着目すれば、出資法人のもつ組織的・時間的
二面性の維持に固執する結果、自治体による
直営、民間への売却、即時の清算といった抜
本的な処理策が回避されるものと考えること
ができよう。そして、こうした傾向性は広く
自治体に共通するものと考えられる。
（２）企画の参与性と明細性
　また、栃木県における出資法人改革の検討
過程をみると、委員会の提言はおおむね見直
し基本方針に反映されているが、議会の提言
は必ずしも基本方針の改定に反映されている
とはいえない。なぜ委員会報告と議会報告の
取扱いにこのような差異が生じたのか。たし
かに、委員会と議会は同じ審議機関ではある
が、委員会は専門家等によって構成される知
事の諮問機関であり、一方の議会は県民を代
表する議員によって構成される議決機関で
あって、両者の構成や権限は全く異なる。し
かし、もしこうした検討組織の性格の相違が
影響したならば、調査権にとどまらず関連予
算の議決権など広範な権限を有する議会の提
言のほうが尊重されるはずである。ここでの
検討結果の取扱いの違いは、検討組織の相違
というよりはむしろ検討過程の相違、計画と
調整の進め方の違いによるものと考えられ
る。
　組織内の計画と調整に関しては、東京大学
の西尾勝名誉教授によるモデルがある。西尾
教授は、企画過程での参与性・集中性と企画
内容の明細性・具体性によって、企画を計画
調整、企画調整、調整、調整計画の4つに類
型化している（西尾1990：206-210）。①「計
画調整」とは、企画の集中性と明細性がとも
に高い場合で、企画部門が具体的な計画を担
当部門に提示する（計画による調整）。②「企
画調整」は、集中性は高いが明細性が乏しい
場合で、もっぱら企画部門で企画するが、担
当部門に広い解釈の余地がある。反対に③「調
整計画」は、集中性が乏しいが明細性が高い
場合で、担当部門が作成した計画を積み上げ
図表８　出資法人の特質と改革手法
法人特質 改革方向 事業手法
組織的二面性 外部化↑
二分化｜
内部化↓
完全民営化・民間売却
上下分離
自治体直営
時間的二面性 同期化　 清算
（資料）筆者作成
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調整する（計画の調整）。そして④「調整」
とは、企画の集中性と明細性がいずれも乏し
い場合で、施策間の最小限の重複や矛盾を個
別に排除するものである（図表９）。
図表９　企画の類型
企画過程
参与性大 集中性大
企画内容明細性高 調整計画
（委員会報告）
計画調整
明細性低 調整 企画調整
（議会報告）
（資料）西尾（1990）207頁をもとに作成
　このモデルを栃木県における出資法人改革
の検討過程に当てはめてみよう。
　まず、企画過程での参与性・集中性に関
しては、行政改革推進委員会の専門部会で
は、法人所管部局と出資法人に対して個別に
ヒアリング調査を行い、担当者とも直接に協
議を行った。また、企画部門である行政改革
推進室が事務局を担い、専門部会での審議と
並行して、担当部門である各法人所管部局と
調整を重ねた。行政改革推進室の基本方針に
基づいて各法人所管部局が作成した原案を積
上げ調整するなどして、委員会の提言の実現
性を担保しながら報告書がとりまとめられて
いったのである。これに対して議会の検討会
では、行政改革推進室には情報提供だけを求
め、企画自体は検討会の議員が主体となっ
た。検討会ではもっぱら各会派の意見集約に
取り組み、各法人所管部局の幹部と意見交換
の機会は設けたが、必ずしも現場との意思疎
通が図られたわけではない。しかも議長から
の諮問であるため、知事に対しては一方的な
提言にすぎなかった。したがって、委員会の
専門部会は参与性が高かったのに対し、議会
の検討会は集中性が高かったといえる。
　また、企画内容の明細性・具体性に関して
は、委員会の報告書と議会の報告書の記述自
体を比べても、形式的にはさほど大差はな
い。議会の報告書は仕分け区分が簡素だが、
提言内容を含めれば、むしろ委員会の報告書
よりもふみ込んだ記述が見られる。しかし、
西尾教授が述べるとおり「実質的に意味があ
るのは計画書ではなしに、計画を取りまく了
解の総体」である（西尾1990：208-209）。関
係者の参与が広いほど、協議を通じて多くの
了解事項が生まれ、計画書に対する了解が一
致することで計画書以上の明細性・具体性を
そなえる。反対に計画書に対する関係者の認
識が異なれば、計画書の効力は減殺されるこ
とになる。だとすれば、委員会の提言は、報
告書の記述自体には曖昧さもあるが、関係者
の参与が広く多くの了解を含んでおり、実質
的には明細性・具体性が高いといえる。これ
に対して議会の提言は、報告書の記述自体が
明確だとしても、いわば部外者からの一方的
な提案にすぎず、実質的な意味で明細性・具
体性が高いわけではない。
　上記のモデルに従えば、委員会の報告書
は、企画の明細性と参与性がともに高い「調
整計画」に近い一方、議会の報告書は、企画
の明細性と参与性がともに低い「企画調整」
に近いということになろう。こうした企画の
相違が県の見直し基本方針への反映に差異を
生じさせたものと考えられる。ここで問題と
したいのは、委員会の検討方法と議会の検討
方法のどちらが適当かということではない。
ただ一般的に、権限の乏しい委員会での検討
は「調整計画」となり、執行機関と距離を置
いた議会での検討は「企画調整」になりやす
いということはいえるだろう。委員会のよう
な「調整計画」では実現性は高いが、関係者
の利害による制約が大きい。他方、議会のよ
うな「企画調整」では提案が斬新でも画餅に
帰すことにもなりかねない。いずれも抜本的
な改革の実現はおぼつかないのである。そも
そも、多様な出資法人に一律に適用できるよ
うな調整基準を予め明示しづらく、また、多
数の関係当事者間で合意を重ねなければなら
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ない出資法人改革にあっては、「計画調整」
を実現することは決して容易ではなく、逆に
単なる「調整」におわる危険すらあることに
留意しなければならない。
むすびに
（１）本稿の結論
　本稿では、栃木県の特定指導法人の見直し
を事例として、自治体の出資法人改革のあり
方に示唆を得るために、次の3点を明らかに
した。
　第１に、出資法人がかかえる問題は、他の
事業者と業務内容が競合するとか、自治体の
財政支援や人的支援に依存しているといった
一般的な経営問題ばかりではない。個別事情
は捨象されがちだが、当該分野の特別な法制
度を根拠することや当該自治体の特殊な政治
的背景から設立されたという政治・行政事情
が抜本的な改革を阻害している場合もある。
　第2に、出資法人の改革を検討する場合で
も、自治体による直営、民間への売却、即時
の清算などの処理策よりも、他の出資法人と
の統合といった処理策が採択されやすい。内
部化も外部化も行わず、また問題解決を先送
りすることで、出資法人のもつ組織的・時間
的二面性を維持しようとする傾向が見られ
る。
　第3に、出資法人の改革を検討する過程で
は、関係当事者間での処理が困難なことか
ら、委員会や議会などの第三者機関が合意形
成の触媒として期待される。委員会での検討
は、知事の諮問を受け、企画部門が事務局を
担い、実施部門との積上げ調整が並行して行
われるため、参与性と明細性が高い調整計画
となる。一方、議会での検討は、参与性と明
細性が低く、実行が十分に担保されない企画
調整にとどまるおそれがある。
　国は自治体に対し出資法人の抜本的改革を
求めているが、これらの阻害要因や傾向性を
十分に理解し対策を講じなければ、所期の目
的を達成することは困難であろう。
（２）本稿の意義
　本稿の意義の１つは、開発型の株式会社の
破綻事例に限らず、さまざまな法人形態や事
業内容の出資法人について事例研究を行った
ことである。本稿は、自治体としては１事例
だが、出資法人としては31事例を扱った。各
法人に対するヒアリング調査には相当な労力
を要したが、「個別の事例からは一般的な知
識を得にくい」といった事例研究に対する批
判にも十分留意しつつ、自治体の出資法人の
一般的な特性や改革の傾向性を捉えるように
している。
　2つめに、理論モデルを実際の出資法人改
革に当てはめ、理論の有効性を実証分析に
よって検証している。本稿では、出資法人の
組織的・時間的二面性に着目するモデルは、
抜本的な改革が回避される傾向性を理解する
のに有効であることが示された。清算の位置
付けなどに若干の疑問はあるが、このモデル
は公共性・企業性という従来の多義的な概念
よりも操作化が容易であり、観察可能な含意
を引き出すことができると思われる。また、
企画の明細性と参与性に着目するモデルは、
計画と調整を同一の枠組みに収める優れたモ
デルではあるが、明細性や参与性をどう解す
るかによって実際の政策形成の理解も変わり
うる点に課題が残されているように思われ
る。
　3つめの意義は、実態の報告にとどめず、
理論的な位置づけを明らかにしようとしたこ
とである。政策研究の中には、特定の政策過
程を詳細に記述することに力点を置き、理論
的一般化にはあまり関心を払わないものもあ
る。本稿は、分析結果に基づいて新たな理論
を構築するまでには至っていないものの、既
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存の理論モデルに修正を加えつつ、出資法人
改革がどのように行われるのかという記述的
推論だけでなく、なぜそのように行われるの
かという因果的推論までを含めている。
（３）今後の研究課題
　本稿では、自治体の出資法人改革を検証す
るにあたり、特定指導法人以外の出資法人、
また、出資法人の破綻処理については、検討
の対象外としたが、今後の研究課題とした
い。
　第１に、今回の一連の検討では、栃木県の
出資法人のうち県政と密接に関連する31法人
を対象としたが、同県の出資法人には、他に
も財団法人栃木県職員互助会や株式会社とち
ぎテレビ、真岡鐡道株式会社、財団法人栃木
県シルバー人材センター連合会、栃木県信用
保証協会などがある。全国的にみても、公務
員互助会に対する公費負担は給与の二重払い
といった批判があり、また、赤字地方路線の
運営を沿線自治体で引き継いだ第三セクター
鉄道会社などは経営が厳しい。他の出資法人
についても事例研究が必要である。
　第2に、今回の一連の検討を受けて、栃木
県森林整備公社に関しては、平成22年3月に
「財団法人栃木県森林整備公社等に関する検
討会」が設置され、4回にわたる会合を経て、
同年8月に提言書が提出された。同提言書で
は、森林整備公社のあり方について第三セク
ター等改革推進債を活用して早期に解散すべ
きであるとしている（財団法人栃木県森林整
備公社等に関する検討会 2010）。筆者は森林
環境税の導入や導入後の税事業の評価に関与
していることもあり、今後の森林整備公社の
破綻処理については、引き続き動向を注視し
たいと考えている。
　第3に、今回の一連の検討では、公共性や
企業性の概念を正面から取り上げていない
が、決して軽視しているわけではない。公共
政策を論じる際には必ず市場システムと公共
システム（市場の失敗と政府の失敗）が対比
される（宮川 2002：98-120）。だが、出資法
人の存在は、現実の社会システムがこうした
単純な二分論では成り立たないことを示して
いる。公共性のような多義的な概念を定義づ
けることは容易ではないが、例えばマイヤー
ソンとバンフィールドは公共的利益の概念の
類型化を試みており（同：120-126）、政策学
の基礎概念を明確化する努力は必要であると
考えている。
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